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要  旨 

 

「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 19 年）」（以下，現行基準という．）では，防波堤

や係留施設の全体安定性の照査に対して，レベル 1 信頼性設計法（部分係数法）が導入された．本研

究の最終目的は，現行基準の次期改訂に向けて，控え矢板式岸壁の永続状態における矢板根入れ長，

矢板壁本体の応力，タイ材の応力，の照査に対する新たな部分係数を提示することにある．本研究で

は，控え矢板式岸壁の永続状態における部分係数の見直しに向けて，現行基準と平成 11 年度基準に

より設定される最小断面や実際に建設された断面が保有している安全性を，安全率を指標として比

較・評価することにより，目標とすべき安全性水準について検討した． 

本検討の結果，矢板根入れ長については，現行基準は平成 11 年度基準に比べてより大きな根入れ

長を必要とするものの，過去の設計断面で根入れ長不足による破壊に至っていない実績を踏まえ，目

標とする安全性水準は平成 11 年度基準による断面が保有していた水準とすることを提案している． 

永続状態で必要とされる矢板断面（矢板壁本体およびタイ材（タイロッド））については，現行基

準は平成 11 年度基準に比べてより小さな断面で成立するものの，この断面諸元は，我が国の港湾構

造物の耐震設計の下限として決まる最小断面（照査用震度 0.05 によって決まる断面）より小さな断

面であり，実際に設計・建設されることがない低い水準であった．これは，平成 11 年度基準から現

行基準への移行にともない，実質的に矢板断面の安全性水準の下限値が引き下げられたことになる．

以上のことから，現行基準による設計事例を全国から収集し，照査用震度 0.05 から 0.10 程度で設計

された断面について，鋼材の降伏強度に対する永続状態における実質的な安全率を指標として，その

安全性水準の設定実績を整理した．この結果，これらの検討結果や設計モデルの誤差，実績数がまだ

十分でないこと等を踏まえ，本研究では矢板の永続状態における鋼材応力に関する目標安全性水準と

して，当面、今回調査した設計実績の範囲における実質的な安全率の上限値付近（矢板は 1.4 程度，

タイ材は 2.0 程度）とすることを提案する． 

 

キーワード：レベル1信頼性設計法，目標安全性水準，控え矢板式岸壁，永続状態 
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Synopsis 

 

The level 1 reliability design method (partial factor design method) was introduced as a performance 

verification method for the whole stability of breakwaters and mooring facilities, according to the Japanese 

design standard for port facilities entitled "Technical Standards and Commentaries for Port and Harbour 

Facilities in Japan (2007)". The final purpose of this study is to reassign new partial safety factors for an 

anchored sheet pile quay wall in permanent design situation, which are required for verifications of the 

embedment length of the sheet pile wall, stress of the wall and stress of the tie bar. 

As a first step of the study towards the reassignment of the partial factors, we assessed the difference in 

the safety level between the past design method (safety factor and allowable stress method) and the current 

design method (partial factor method) and also assessed the range of safety levels of actual design examples 

across the nation that were designed by the current design method. The safety level is evaluated based on a 

converted safety factor with respect to the limit state for the verifications of embedment length, stress of the 

wall and stress of the tie bar. Using these results, we proposed an appropriate target safety level of anchored 

the sheet pile quay wall in permanent situation as shown below.  

Regarding the embedment length of the sheet pile wall, we proposed that the target safety level can be 

readjusted and reduced to the same level as the past design methods. On the other hand, for the stress of the 

sheet pile wall and tie material, we proposed that the target safety level should be readjusted and increased 

to a certain level within the range of the safety level of the current design safety level (lower safety level) 

to the past design safety level (higher level safety level).  In this paper, reasons for this proposal are 

described in detail. 

 

 

 

Keywords : Level 1 reliability design method, Target Safety Level, Anchored Sheet Pile Wall in 

Permanent Design Situation, 
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1. 本研究の目的と構成 

 

1.1 研究の背景および目的 

「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成19年）1）」

（以下，これまでの表現に従い単に「現行基準」といい，

本資料では同解説部分を指すこととする．）では，防波堤

や係留施設の全体安定性の照査に対して，現行基準すなわ

ち同解説部分に関してレベル1信頼性設計法（部分係数法）

が導入された．本研究の最終目的は，現行基準の次期改訂

に向けて，同解説部分の控え矢板式岸壁の永続状態におけ

る矢板根入れ長，矢板壁の応力，タイ材（ここでは，タイ

ロッド）の応力のそれぞれの照査に対する新たな部分係数

を提示することにある． 

本研究では，その緒端の検討として，控え矢板式岸壁の

設計法について，昭和25年の設計基準から現時点に至るま

での各種の設計法を網羅的に調べ，体系的に取りまとめた

（地震応答解析による変形照査は除く）．その上で，控え

矢板式岸壁の永続状態における部分係数の見直しに向け

て，現行基準と平成11年度基準（安全率法，許容応力度法）

により設定される最小断面や実際に建設された断面が保

有している安全性を，安全率を指標として比較・評価する

ことにより，目標とすべき安全性水準について検討した． 

 

1.2 本論文の構成 

図-1.1に控え矢板式岸壁に対するレベル1信頼性設計法

による部分係数の決定に必要な検討の全体フローを示す．

なお，図中の番号は，各検討項目と対応する本資料の章節

を示したものである. 

図中のステップ1では，まず，控え矢板式岸壁の設計法に

対する全体整理を実施する．その上で，既存の技術基準お

よび現行の技術基準で決定される控え矢板式岸壁の断面

諸元およびその安全性水準について幅広い条件下で俯瞰

し，部分係数の決定の前提となる目標安全性水準の設定を

行う．本研究では，この俯瞰作業に関しては，砂質土を中

心としたモデル地盤および全国の設計事例の収集結果に

よる地盤断面を用いて検討を行っている． 本稿は，部分係

数の算定のための必要な条件であるステップ1の目標安全

性水準の設定までを対象としている．なお，続くステップ

2の部分係数の決定については，次稿に掲載する予定であ

り，本論文の対象外ではあるが，研究全体の流れを明示す

ることにより本論文の位置づけが明確になるため，以下に

続けて説明をおこなう． 

 

続くステップ2では，破壊確率を算定するために必要と

なる性能関数を設定(D)し，設計パラメータに対する確率

変数を設定(E)の上，モンテカルロシミュレーションを用い

て，部分係数の算定に用いる断面（キャリブレーションの

対象断面）に対する破壊確率を算定する(F)． 

この後，本稿に示すステップ1で提案する控え矢板式岸

壁の各照査モード別に設定された目標安全性水準を基に，

この水準に対応する破壊確率となるように部分係数を設

定する(G)．さらに，仮設定した部分係数を用いた試設計結

果が，(C) で設定した目標安全性水準と合致することを確

認(H)し，控え矢板式岸壁に対する最終的な部分係数を設

定する(I)という手順となる． 

 

図-1.1 控え矢板式岸壁の永続状態における 

部分係数の設定フロー 

(A)既往情報の整理および調査 

①設計法の整理【2.2～2.3】 
②解析データの収集【3.2】 

(B)設計法の違いによる安全性の把握【3.2】 

①現行基準（平成 19 年度） 
②従来基準（平成 11 年度） 

(C)目標安全性水準の設定【3.5】 

①根入れ長，②矢板本体 ③タイ材 

(D)限界状態の設定 

破壊モードおよび性能関数の決定 

(E)統計・確率 

①荷重・強度に関する統計モデルの設定 
②平均値の偏り，変動係数の設定 

(F)破壊確率の算定（ﾓﾝﾃｶﾙﾛｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ） 

目標安全性水準に対応する破壊確率の
設定 

(G)部分係数の仮設定 

①感度分析 
②部分係数の仮設定 

(H)試計算 

部分係数を用いた設計を行い，(C)で設
定した安全性水準であることの確認 

(I)部分係数の決定 

OK 

NG 

【ステップ 1】本稿 

【ステップ 2】次稿 
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2. 控え矢板式岸壁の設計法の概説 

 

2.1 本章の概説 

控え矢板式岸壁（図-2.1）に関する設計法については，

これまで様々な設計法が提案されているが，次期基準改訂

に向けた部分係数法の新たな設定にあたり，設計法の変遷

や最新動向などを整理した上で，進める必要がある．この

ため，本章では，控え矢板式岸壁の設計法について，昭和

25年の設計基準から現時点に至るまでの各種の設計法を

網羅的に調べ（地震応答解析による変形照査は除く），そ

の結果を体系的に取りまとめている（2.2）．また，その上

で，本研究で対象とする設計法の範囲を明確にしている．

さらに，2.3では，3章で検討を行う目標安全性水準の設定

に用いたフリーアースサポート法および仮想ばり法につ

いて概説し，3章を読み進む上での基礎情報を提示してい

る． 

 

 
 

図-2.1 標準モデル図（控え矢板式岸壁） 

 

2.2 控え矢板式岸壁に対する設計法の全体整理 

(1) 既往の設計法の整理  

図-2.2，表-2.1および表-2.2は，控え矢板式岸壁に対す

る，各照査項目に対する，これまでに提案されている設計

法を整理したものである．特に，図-2.2は，控え矢板式岸

壁の一般的な断面決定の手順の全体像がわかるように工

夫して整理したものである． 

以下1)から4)において、図-2.2，表-2.1および表-2.2に

記載している4種類の設計法①～④の概要を示す．なお，前

述したとおり，2.3では設計法①の詳細内容を整理してい

る．また，その他の設計法②～④の詳細内容については，

それぞれ付録A～付録Cに整理した． 

 

1) 設計法①（2.3参照） 

設計法①は，古典的な土圧理論に基づき，最も古くから

用いられている手法，かつ一般的に用いられている手法で

ある．根入れ長については，矢板の根入れ部の下端におい

て，矢板本体に生じるタイ材取り付け点回りの曲げモーメ

ントがゼロと仮定して解く「フリーアースサポート法」を

適用している．また，矢板の本体応力およびタイ材応力に

ついては，海底面とタイ材取り付け点を支点とし，上面の

土圧と残留水圧を分布荷重として作用させ，単純ばりと仮

定して応力を算出する「仮想ばり法」を適用している．こ

の両者の手法により，矢板断面を決定する手法である． 

 

2) 設計法②（付録A参照） 

設計法②2)は，近年，岸壁の大水深化に伴い，控え工を有

する矢板壁として鋼管矢板のような剛性の高い矢板が多

く用いられるようになったことから開発された手法であ

る．仮想ばり法は，高剛性の矢板壁には適用が難しいため，

1993年に設計法①の結果に対して，砂質土を対象として，

矢板の断面剛性と地盤強度の影響を反映（補正）する設計

法として提示された．なお，この設計法は「港湾の施設の

技術上の基準・同解説（平成11年）」3）（以下，H11基準と

いう．）から同解説部分に記載されている．これ以降，設

計法②は，設計法①と組み合わせて設計することが一般的

な手法となっている．（文献1参照） 

 

3) 設計法③(付録B参照) 

設計法③は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平

成元年）」4)（以下，H元年基準という．）において，軟弱

地盤上における矢板式係船岸の設計法が紹介されている

節で，主に粘性土を対象とした設計法として引用されてい

る．この設計法は，矢板が地盤中に固定されている（フィ

クストアースサポート）と仮定して，断面諸元を決定する

方法である．ただし，当該設計法を適用する場合において

も，設計法①や②で決定する断面と比較を行い，安全側と

なる諸元を選択することが一般的である． 

 

4) 設計法④（付録C参照） 

設計法④は，近年開発されたものであり，設計法②によ

る設計法を更に改善するため，地盤ばねモデルを採用し，

根入れ長・矢板本体の応力・タイ材の応力を計算する手法

である．設計法①，②とは矢板本体に作用する外力の算定

法が異なり，土圧ではなく地盤ばねモデルによる算定手法

を用いている．本稿執筆時点では，設計法の実地盤への適

用性等について研究が進められている段階である． 

 

2) 地盤種別毎の適用条件 

控え矢板式岸壁の設計法は，上記のとおりいくつかの手

法が提案されているが，本来，地盤種別によって採用すべ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H.W.L. 

L.W.L. 

コンクリート舗装 

裏込石 
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タイ材 
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き設計法が異なる．表-2.1および表-2.2に，採用すべき設

計法を地盤種別毎に整理した． 

矢板の根入れ長および矢板本体の応力，タイ材の応力に

対して，矢板を打設する原地盤の地盤種別によって採用す

べき設計法が異なる．表-2.1に原地盤の地盤種別と設計法

を示す．この表では，過去の設計法から現在開発されてい

る設計法までを抽出し，各地盤種別に対して○印を付けた

設計法を採用することが一般的である．（文献1参照） 

 

表-2.1 矢板の根入れ長に関する設計法 

原地盤の

地盤種別 

設計法① 設計法② 設計法③ 設計法④ 

フリーア

ースサポ

ート法 

ロウの補

正による

方法 

たわみ曲

線法 

地盤ばねﾓ

ﾃﾞﾙを用い

た方法 

砂質土系 

地盤 
○ ○ － ○ 

粘性土系 

地盤 
○ - ○ ○ 

多層地盤 ○ ○ － ○ 

 

表-2.2 矢板本体およびタイ材の応力に関する設計法 

原地盤の

地盤種別 

設計法① 設計法② 設計法③ 設計法④ 

仮想ばり

法 

ロウの補

正による

方法 

たわみ曲

線法 

地盤ばねﾓ

ﾃﾞﾙを用い

た方法 

砂質土系 

地盤 
○ ○ － ○ 

粘性土系 

地盤 
○ - ○ ○ 

多層地盤 ○ ○ － ○ 

 

また，現地盤の地盤種別については，以下の点に留意し

て判断する必要がある． 

① 砂質土系地盤とする場合 

矢板の根入れを行う地盤を砂質土と判断する基準は，以

下の条件の場合である．  

・原地盤が全て砂質土で構成されている場合 

・砂質土と粘性土の多層地盤で，砂質土の層厚が大きい

場合．ただし，根入れ先端付近が粘性土の場合は，適切な

設計法により設定する必要がある． 

・髙橋・菊池ら2)によると，設計法②のロウの補正につい

ては，地盤反力係数lhを決定する際，付録AのDr（第一反

力区間）における平均的なN値または内部摩擦角φを基に

設定すればよいとされている． 

 

② 粘性土系地盤とする場合 

矢板の根入れを行う地盤を粘性土と判断する基準は，以

下の条件の場合である． 

・原地盤が全て粘性土で構成されている場合 

・砂質土と粘性土の多層地盤で粘性土の層厚が大きい場

合 

なお，粘性土系地盤については，H元年基準において“硬

い粘性土系地盤中に打ちこまれた鋼矢板を対象とする”と

いう記述がある．硬い粘性土系地盤とは，鋼矢板の根入れ

の安定性が確保される地盤をいい，一般に以下の式を満足

しなければならないとされている．これは，海底面直下も

しくはそれ以下の粘性土に対して，受働土圧強度が主働土

圧強度より大きいことが成立条件という解釈である． 

 

4c ＞ Σγh ＋ w ＋γwhw      式-2.1 

ここに， 

c  ：海底の土の粘着力（kN/m2） 

w ：上載荷重（kN/m2） 

γ  ：土の単位体積重量（kN/m3）． 

ただし，残留水位以下では水中単位体積重量．  

H  ：海底面より上の土の層厚（m） 

γw：海水の単位体積重量（kN/m3） 

hw  ：残留水位と前面潮位との水位差（m） 

 

H11基準以降においては，粘性土系地盤中に矢板を打設

する際の留意事項に関する上記の記載については見られ

ないが，式-2.1に関する記載はそのまま存在しているため，

海底地盤が軟弱で式-2.1を満たさない場合，基本的には地

盤改良の設計を行った上で控え矢板式を採用するべきで

あると考えられる． 
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2.3 フリーアースサポート法および仮想ばり法を用いた

設計手法（設計法①） 

(1) 本節の概要 

根入れ長および矢板本体およびタイ材の設計手法は，

前述したように，フリーアースサポート法と仮想ばり法

を組み合わせて設計されてきた．本設計手法は， H11基

準までは根入れ長に対しては安全率法，矢板本体の応力

およびタイ材応力に関しては，許容応力度法に基づく手

法が示されていた．また，現行基準においては，部分係

数法に基づく設計手法に変更された。 

本節においては，まず，根入れ長の照査に関するフリ

ーアースサポート法，および仮想ばり法の一般的な概要

を示し，H11基準および現行基準に示されている安全率

（または許容応力度），部分係数を用いた設計法につい

て解説する． 

 

(1)フリーアースサポート法 

① 設計法の概要 

フリーアースサポート法では．矢板の根入れ下端にお

いて，タイ材取り付け点回りの曲げモーメントがゼロと

なるような根入れ長を決定する．図-2.3に示す荷重図か

らタイ材取り付け点回りのモーメントを算定し（式-

2.2），受働土圧合力によるモーメントRと主働土圧合力

と残留水圧合力によるモーメントSの比をとる． 

 

図-2.3 荷重図（根入れ長照査） 

 

R = PPH・ y1  

S = PAH ・y2 ＋ PwH ・y3                               式-2.2 

 ここに， 

PPH  ：矢板に作用する受働土圧の水平合力 

PAH  ：矢板に作用する主働土圧の水平合力 

PwH ：矢板に作用する残留水圧 

y1~3 ：タイロッド取付位置から荷重作用位置までの高さ 

である． 

②  安全率法による矢板の根入れ長の照査 

H11基準による安全率法では，タイ材取り付け点回りの

受働土圧合力によるモーメントの合計値Rと主働土圧合力

と残留水位合力（地震時の場合は更に壁体前面に作用する

動水圧合力を考慮する。）によるモーメントの合計値Sとの

比が許容安全率以下となることを照査する（式-2.3）．表

-2.3にH11基準における許容安全率を示す．この値につい

ては，昭和42年の「港湾構造物設計基準」に示されている

値からH11基準まで変化していない． 

なお，表-2.3の常時とは，現行基準での永続状態に相当

する状態である． 

Fs ＝R /S        式-2.3 

ここに，Fs：安全率である． 

 

表-2.3 既往の基準における許容安全率(矢板根入れ長) 

 
支配的な土質 

砂質土系地盤 粘性土系地盤 

常時 1.5 1.2 

地震時 1.2 1.2 

 

③ 部分係数法による矢板の根入れ長の照査 

 現行基準においては，矢板の根入れ長照査は，表-2.4に

示す部分係数を用いた照査を実施する．基本的には図-2.3

に示す荷重図に準じて，タイ材取り付け点回りの受働土圧

合力によるモーメントの合計値Rd（添字dは設計用値）と主

働土圧合力等によるモーメントの合計値Sdを算定し，Rd / 

Sd ≧1.0 となるように照査する． 

この際，各種作用によるモーメントを算定する場合は，

以下に示すように，地盤の特性値に部分係数を乗じた各種

設計用値によって算定する必用がある． 

例えばせん断抵抗角の正接tanφであれば，式-2.4に示す

とおりせん断抵抗角の特性値tanφk（添字kは特性値を示す．）

に部分係数γtanφを乗じることにより算出する． 

 

tanφd ＝γtanφ  tanφk     式-2.4 

 

また，矢板本体に作用する土圧の設計用値は，上に示し

た土のせん断抵抗角の他，粘着力，単位体積重量，壁面摩

擦角，上載荷重，残留水位などの特性値に対して，部分係

数を乗じた値を用いて計算を行う．根入れ長照査に用いる

部分係数を表-2.4に示す．表中α，μ/Xk，Vは，それぞれの

設計パラメータの感度係数，平均値の偏り，変動係数であ

る．同表に示すとおり，現行基準の部分係数は砂質土系地

盤と粘性土系地盤に対してそれぞれ設定されている． 

これらの設計用値を用いた上で，さらに以下の式によっ
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て，左辺≧右辺となるような根入れ長を決定する． 

 

aPPd ≥ γa(bPad＋cPwd+dPdwd)    式-2.5 

 ここに， 

Pp ：矢板に作用する受働土圧合力(kN/m) 

Pa ：矢板に作用する主働土圧合力(kN/m) 

Pw ：壁体に作用する残留水圧合力(kN/m) 

Pdw ：壁体に作用する動水圧合力（kN/m） 

a～d：タイロッド取付位置から合力の作用点

までの距離 

γa ：構造解析係数 

である． 

 

表-2.4 控え矢板式岸壁における根入れ長に関する 

部分係数（耐震強化施設以外） 

 

 

なお，地震時については，表-2.4の部分係数はすべて1.0

とされている．ただし，構造解析係数γaが1.2とされている

ため，実質的に安全率法と変わらない照査体系となってい

る． 

 

(2)仮想ばり法 

① 設計法の概要 

仮想ばり法とは，タイ材取付点と海底面を支点とし，矢

板に海底面から上の土圧と残留水圧が分布荷重として作

用する単純ばりと仮定する手法である．この仮想的なはり

（矢板）に対して，海底面から上面の主働土圧を算定し，

矢板本体に発生する発生最大モーメントあるいはタイ材

取り付け点反力から算定されるタイ材張力に基づいて，矢

板本体およびタイ材を決定する設計手法である． 

 

② 許容応力度法による矢板本体の応力とタイ材の応力照

査 

H11基準における許容応力度法では，矢板本体の応力は，

矢板本体に作用する最大曲げモーメントを矢板の断面係

数で除した値が，鋼材毎に定められた許容曲げ応力度以下

になることを確認する（式-2.6）． 

 

σa ≧ Mmax ／ Z        式-2.6 

 ここに， 

σa   ：鋼材の許容曲げ応力度(N/mm2) 

Mmax ：矢板に作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

Z ：矢板の断面係数(m3) 

 

 

図-2.4 仮想ばり法の概念図 

 

また，タイ材の応力は，タイ材取付点反力をタイ材に作

用する張力としてこれをタイ材断面積で除した値（発生応

力）が，鋼材毎に定められた許容引張応力度以下になるこ

とを確認する（式-2.7）． 

 

σa ≧ Tmax ／ A          式-2.7 

 ここに， 

σa ：鋼材の許容引張応力度(N/mm2) 

Tmax ：タイ材張力(kN) 

A ：タイ材の断面積(mm2) 

 

なお，表-2.5に示すとおり，H11基準における矢板応力

ならびにタイ材応力の地震時の応力照査については，常時

における許容応力度の5割増しの応力度が許容値として用

いられている．（文献4参照） 

 

表-2.5 鋼材の許容応力度 

 矢板

（SY390） 

タイ材

（HT740） 

常時 235N/mm2 216N/mm2 

異常時（地震時） 352.5N/mm2 324N/mm2 

γ α μ/Xk V

γtanφ' せん断抵抗角の正接 0.75 1.000 1.000 0.100

γc' 粘着力 1.00 0.000 1.000 0.100

γw' 有効単位体積重量 1.00 0.000 1.000 0.050

γδ 壁面摩擦角 0.90 0.300 1.000 0.100

γq 上載荷重 1.00 - - -

γRWL 残留水位 1.00 0.000 1.000 0.050

γa 構造解析係数 1.00 - - -

γtanφ' せん断抵抗角の正接 0.80 1.000 1.000 0.100

γc' 粘着力 0.80 0.000 1.000 0.100

γw' 有効単位体積重量 1.05 0.000 1.000 0.050

γδ 壁面摩擦角 0.95 0.300 1.000 0.100

γq 上載荷重 1.00 - - -

γRWL 残留水位 1.00 0.000 1.000 0.050

γa 構造解析係数 1.00 - - -

γtanφ' せん断抵抗角の正接 0.85 0.760 1.000 0.100

γc' 粘着力 1.00 0.000 1.000 0.100

γw' 有効単位体積重量 1.05 -0.320 1.000 0.050

γδ 壁面摩擦角 1.00 0.000 1.000 0.100

γq 上載荷重 1.00 - - -

γRWL 残留水位 1.00 0.000 1.000 0.050

γσy SY295,SY390,KY490 1.00 0.720 1.200 0.065

γσy SKY400 1.00 0.720 1.260 0.073

γa 構造解析係数 1.00 - - -

γtanφ' せん断抵抗角の正接 0.85 0.500 1.000 0.100

γc' 粘着力 1.00 0.000 1.000 0.100

γw' 有効単位体積重量 1.05 -0.250 1.000 0.050

γδ 壁面摩擦角 1.00 0.000 1.000 0.100

γq 上載荷重 1.00 - - -

γRWL 残留水位 1.00 0.000 1.000 0.050

γσy SY295,SY390,KY490 1.00 1.000 1.200 0.065

γσy SKY400 1.00 1.000 1.260 0.073

γa 構造解析係数 1.00 - - -

γσy HT690 0.65 0.750 1.130 0.070

γσy SS400 0.70 0.750 1.260 0.073

γa 構造解析係数 1.00 - - -

γσy HT690 0.60 0.940 1.130 0.070

γσy SS400 0.70 0.940 1.260 0.073

γa 構造解析係数 1.00 - - -

粘性
土系
地盤

タイ
材の
応力

目標システム信頼性指標βT

砂
質
土
系
地
盤

砂
質
土
系
地
盤

2.7

4.0×10-3

粘
性
土
系
地
盤

矢
板
壁
の
根
入
れ
長

矢
板
壁
の
応
力

砂質
土系
地盤

目標システム破壊確率PfT

粘
性
土
系
地
盤

 

主働土圧 Mmax 

R.W.L. 

残留水圧 

T 
ﾀｲﾛｯﾄﾞ取付

点 
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③ 部分係数法による矢板の応力とタイ材の応力照査 

現行基準における部分係数法では，式-2.8および式-

2.9に示すように，部分係数を用いた照査を実施し，作用

耐力比が1.0を下回るよう，矢板本体およびタイ材を選択

する．以下の式において，添字dは設計値を示す． 

（矢板本体応力） 

  σyd ≧γa（ Mdmax ／ Z）     式-2.8 

ここに， 

σy   ：鋼材の曲げ降伏応力度(N/mm2) 

Mmax ：矢板に作用する最大曲げモーメント(kN・m) 

Z ：矢板の断面係数(mm3) 

γa   ：構造解析係数 

 

（タイ材応力） 

      σyd ≧γa （Tmax ／ A）      式-2.9 

ここに， 

σy   ：鋼材の降伏応力度(N/mm2) 

Tmax   ：タイ材張力(kN) 

A ：タイ材の断面積(mm2) 

γa   ：構造解析係数 

 

表-2.6 控え矢板式岸壁における矢板壁およびタイ材

の応力に関する部分係数（耐震強化施設以外） 

 

 

 上式に示したMdmaxおよびTmaxの算定にあたっては，矢

板の根入れに関する照査と同様に，特性値に対して表-

2.6に示す部分係数を乗じて設計用値を算定する必要があ

る． 

 また，現行基準においては，H11基準までに用いられて

きた許容応力度に代わって，降伏応力度を基準として安

全性が照査されることとなっている．なお，降伏応力度

についても，部分係数を乗じた設計用値を利用する必要

がある．なお，地震時における部分係数は，全て1.0であ

るが，構造解析係数として矢板本体応力に関しては

γa=1.12，タイ材応力についてはγa=1.67として設定されて

いる． 

ここまでに示した，控え矢板式岸壁の安全率法および

許容応力度法を用いた設計手法や安全率の変遷について

は，付録Dに詳細を示す． 

 

 

 

 

γ α μ/Xk V

γtanφ' せん断抵抗角の正接 0.75 1.000 1.000 0.100

γc' 粘着力 1.00 0.000 1.000 0.100

γw' 有効単位体積重量 1.00 0.000 1.000 0.050

γδ 壁面摩擦角 0.90 0.300 1.000 0.100

γq 上載荷重 1.00 - - -

γRWL 残留水位 1.00 0.000 1.000 0.050

γa 構造解析係数 1.00 - - -

γtanφ' せん断抵抗角の正接 0.80 1.000 1.000 0.100

γc' 粘着力 0.80 0.000 1.000 0.100

γw' 有効単位体積重量 1.05 0.000 1.000 0.050

γδ 壁面摩擦角 0.95 0.300 1.000 0.100

γq 上載荷重 1.00 - - -

γRWL 残留水位 1.00 0.000 1.000 0.050

γa 構造解析係数 1.00 - - -
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γσy SY295,SY390,KY490 1.00 0.720 1.200 0.065

γσy SKY400 1.00 0.720 1.260 0.073

γa 構造解析係数 1.00 - - -

γtanφ' せん断抵抗角の正接 0.85 0.500 1.000 0.100

γc' 粘着力 1.00 0.000 1.000 0.100
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γσy SS400 0.70 0.940 1.260 0.073

γa 構造解析係数 1.00 - - -

粘性
土系
地盤

タイ
材の
応力

目標システム信頼性指標βT

砂
質
土
系
地
盤

砂
質
土
系
地
盤

2.7

4.0×10-3

粘
性
土
系
地
盤

矢
板
壁
の
根
入
れ
長

矢
板
壁
の
応
力

砂質
土系
地盤

目標システム破壊確率PfT

粘
性
土
系
地
盤

γ α μ/Xk V

γtanφ' せん断抵抗角の正接 0.75 1.000 1.000 0.100

γc' 粘着力 1.00 0.000 1.000 0.100

γw' 有効単位体積重量 1.00 0.000 1.000 0.050

γδ 壁面摩擦角 0.90 0.300 1.000 0.100
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3. 控え矢板式岸壁の永続状態に関する目標安全性水準の

考察 

 

3.1 本章の概要 

本章では，控え矢板式岸壁の永続状態における部分係数

の見直しに向けて，現行基準とH11基準（安全率法，許容

応力度法）により設定される最小断面と実際に建設された

断面が保有している安全性を，安全率を指標として比較・

評価することにより，目標とすべき安全性水準について検

討した． 

以下，本検討にあたっての検討条件（3.2），矢板の根入

れ長に関する基準間比較と考察の結果（3.3），矢板本体お

よびタイ材の応力に関する同様の結果（3.4）について，順

を追って示す．その上で，最後に，控え矢板式岸壁の永続

状態における安全性水準の提案および部分係数の再設定

に向けた今後の課題を示す（3.5）． 

 

3.2 検討条件 

(1) 断面設定の概要 

検討対象とした断面は，安全率法の常時条件で決定され

る断面と現行基準の永続状態における部分係数法により

決定される控え矢板式岸壁の断面諸元の違いを比較検討

するために，二種類のアプローチにより断面を設定した．

一つは，一般的な砂質土系地盤における控え矢板式岸壁を

網羅するよう，モデル断面を幅広い条件で設定することと

した（以下，標準モデルという．）．もう一つは，現行基

準で設計された全国の設計事例を追加して，粘性土系地盤

および互層（多層地盤）においても検討対象とした（以下，

設計事例モデルという．）． 

 

(2) 標準モデルの検討ケース 

図-3.1に，一般的な砂質土系地盤の検討に対する基本断

面を示す．また，表-3.1に，検討に用いた設計パラメータ

の条件を示す．標準モデルとしては，表-3.1から現実的に

考え得る設計パラメータの組合せを設定し，表-3.2に示す

ケース1-12の合計12ケースについて検討を行った．なお，

ここで設定したパラメータは，付録Eに示す過去の研究資

料を根拠としている． 

 

(3) 設計事例モデルの検討ケース 

① 対象断面の抽出の考え方 

全国の設計事例の断面については，現行基準で設計され

ていることを前提条件とし，レベル2地震動で断面が決定

されていないこと，さらに粘性土系地盤などの固化処理を

行っていない断面を検討対象とした．この理由として，前

者については，基準に記載のある照査式とは異なる手法で，

数値解析的な手法で決定されている可能性がある点，また，

後者については，固化処理を行った地盤は，本研究で用い

ている古典的な土圧算定（特に受働土圧の算定）の適用可

否について不明なところがあるためである． 

 

② 対象断面の抽出結果 

筆者らは，全国の地方整備局等から設計に関する報告書

を入手し，上述の選定基準に合致した全19ケースを選定し

た．検討条件は表-3.2に示すケース13-31とし，各検討条件

に対応する欄に○印を付した．また，検討断面図および○

印を付けた箇所の土質条件について，付録Fに整理した．  

 

(4) 安全性水準の検討骨子 

(2)および(3)に示した全ての検討条件に対して（合計31

ケース），H11基準における常時条件および現行基準にお

ける永続状態の部分係数を用いた場合に必要となる矢板

の根入れ長，および矢板本体の応力，タイ材応力の上限を

計算した．さらに，現行基準では港湾施設の設計において，

永続状態のほか，耐震設計の下限値についても安全性を有

する断面を必要としている．このため，上記の項目につい

て，同じ設計条件下で，我が国の耐震設計の下限値kh=0.05

を用いた場合の決定断面も設定し，比較を行った．また，

設計事例による断面においては，実設計で適用されていた

照査用震度に加えて，上述した下限値kh=0.05を用いた震度

で決まる断面についても設定し，比較した． 

以上で整理した検討断面に対して，H11基準（常時），現

行基準（永続状態），耐震設計の下限値kh=0.05および上記

の設計事例で実際に設計された照査用震度を用いて設定

する断面を計算した．なお，計算結果を示す一覧表とグラ

フの凡例は，それぞれH11常時，H19永続，H11&H19（kh=0.05）

および設計事例の照査用震度とした． 

 
図-3.1 検討断面諸元 
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3.3 矢板の根入れ長に関する基準間比較および考察 

(1) 検討に用いる指標 

① 根入れ長の設定方法 

矢板の必要根入れ長は，矢板の根入れ部の下端において

曲げモーメントがゼロと仮定して解くフリーアースサポ

ート法によって算定する．H11基準については，表-2.3に

示す許容安全率を満たす最小の根入れ長を算定した．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，現行基準は，地盤特性値に部分係数を乗じて得ら

れる設計用値を使って算定される，受働土圧によるモーメ

ントと主働土圧によるモーメントの比である耐力作用比

が1.0を上回る最小の根入れ長を算定した． 

 

② 実質的な安全率による評価 

両者の基準によって決定される根入れ長について相対

設計因子 条 件 備 考

裏込石の飽和単位体積重量 20kN/m3

裏込石の湿潤単位体積重量 18kN/m3

壁面摩擦角 15°

上載荷重 30kN/m2

根入れ長 必要最小長 ※別途計算

矢板 必要最小断面 SY390,SKY490

タイ材 必要最小径 HT740

天端高
（水面からの高さ）

 2.0m
 4.0m
 6.0m

潮位差0.3mのとき
潮位差1.8mのとき
潮位差4.5mのとき

潮位差
 0.3m
 1.8m
 4.5m

残留水位差
 0.2m
 1.2m
 3.0m

潮位差0.3mのとき
潮位差1.8mのとき
潮位差4.5mのとき

前面水深
（L.W.L.の水深）

 4.5m
 7.5m
10.0m
16.0m

内部摩擦角
 40°
 35°

裏込石
原地盤

表-3.2 検討条件一覧 

飽和 湿潤 飽和 湿潤 飽和 湿潤

1 4.5 0.3 0.2 2.0 6.5 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系
2 4.5 1.8 1.2 4.0 8.5 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系
3 4.5 4.5 3.0 6.0 10.5 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系
4 7.5 0.3 0.2 2.0 9.5 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系
5 7.5 1.8 1.2 4.0 11.5 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系
6 7.5 4.5 3.0 6.0 13.5 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系
7 10.0 0.3 0.2 2.0 12.0 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系
8 10.0 1.8 1.2 4.0 14.0 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系
9 10.0 4.5 3.0 6.0 16.0 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

10 16.0 0.3 0.2 2.0 18.0 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

11 16.0 1.8 1.2 4.0 20.0 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

12 16.0 4.5 3.0 6.0 22.0 20.0 18.0 20.0 18.0 - - 30.0 0.05 15 30 40 - 35 - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

13 6.1 0.5 0.33 2.3 8.4 - - ○ ○ ○ ○ 20.0 0.05 15 - - ○ ○ - ○ 粘性土系 砂質土系 砂質土系

14 6.1 0.5 0.33 2.3 8.4 - - ○ ○ ○ ○ 10.0 0.05 15 - - ○ ○ - ○ 粘性土系 砂質土系 砂質土系

15 3.5 1.51 1.1 2.8 6.3 - - ○ ○ ○ ○ 10.0 0.06 15 - - ○ ○ - ○ 粘性土系 砂質土系 砂質土系

16 8.1 0.5 0.33 2.3 10.4 - - ○ ○ ○ ○ 20.0 0.06 15 - - ○ ○ ○ ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

17 8.1 0.5 0.33 2.3 10.4 - - ○ ○ ○ ○ 20.0 0.06 15 - - ○ ○ ○ ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

18 3.6 0.5 0.33 2.3 5.9 - - ○ ○ - - 10.0 0.05 15 - - ○ ○ - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

19 10.7 1.8 1.2 3.0 13.7 - - ○ ○ ○ ○ 20.0 0.17 15 - - ○ ○ ○ ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

20 11.4 1.8 1.2 3.0 14.4 - - ○ ○ ○ ○ 20.0 0.18 15 - - ○ ○ ○ - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

21 10.2 1.7 1.13 3.4 13.6 - - ○ ○ ○ ○ 30.0 0.17 15 - - ○ ○ - ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

22 10.2 1.7 1.13 3.4 13.6 - - ○ ○ ○ ○ 30.0 0.18 15 - - ○ ○ ○ ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

23 13.6 1.7 1.13 3.4 17 - - ○ ○ ○ ○ 30.0 0.18 15 - - ○ ○ - ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

24 7.0 2.09 1.6 3.5 10.5 ○ ○ ○ ○ - - 10.0 0.09 15 - ○ ○ ○ - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

25 7.0 2.09 1.6 3.5 10.5 ○ ○ ○ ○ - - 10.0 0.09 15 - ○ ○ ○ - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

26 9.6 3.82 2.63 5.2 14.8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20.0 0.09 15 ○ ○ - ○ - ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

27 10.6 3.82 2.63 5.1 15.7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20.0 0.10 15 ○ - ○ ○ - ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

28 10.6 3.82 2.63 5.1 15.7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20.0 0.10 15 ○ - ○ ○ - ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

29 10.0 3.82 2.63 5.1 15.1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 20.0 0.10 15 ○ ○ - ○ - ○ 砂質土系 砂質土系 砂質土系

30 10.9 3.82 2.63 5.1 16 ○ ○ ○ ○ - - 20.0 0.10 15 ○ ○ - ○ - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

31 10.9 3.82 2.63 5.1 16 ○ ○ ○ ○ - - 20.0 0.10 15 ○ ○ - ○ - - 砂質土系 砂質土系 砂質土系

砂
質
土
地
盤
モ
デ
ル

全
国
の
設
計
事
例
の
モ
デ
ル

モ
デ
ル

粘着力

（kN/m2)

壁面
摩擦角

裏
埋
土

裏
込
石

原
地
盤

背後
地盤

原
地
盤

背後
地盤

内部摩擦角
（°）

砂質土 粘性土

上載
荷重

(kN/m2)

照査用
震度

(kh)

単位体積重量

（kN/m3)

裏埋土
裏込石

ケ
ー

ス

水深
(ｍ)

天端高
(ｍ)

壁体高
(ｍ)

潮位差
(ｍ)

残留
水位
(ｍ)

矢板壁の
根入れ長

矢板壁の
応力

タイ材の
応力

表-3.1 検討に用いた設計パラメータの一覧 
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比較するため，本研究では，現行基準の算定法によって得

られる根入れ長に対し，H11基準による安全率法の算定法

と同様な方法を適用して，根入れ長の実質的な安全率（以

下，実質安全率）を算定した．この際，現行基準の根入れ

長を安全率によって評価する場合の地盤の物性値は，特性

値を用いて評価した． 

また，現行基準の永続状態で決定される根入れ長の実質

安全率と，耐震設計で決定される根入れ長の実質安全率の

比較を行い，永続状態で決定する根入れ長が，どの程度の

照査用震度に相当するかという点に関しても検討を行っ

た．なお，H11基準と現行基準においては，設計震度（照

査用震度）の算定方法を除き，耐震設計の手法自体に変化

はない．ただし，耐震設計で決定した根入れ長を，永続状

態での実質安全率に換算する際の土圧は，地震時土圧では

なく，永続状態（常時）の土圧として評価した． 

 

(2) 根入れ長に関する結果の整理および考察 

表-3.3に，検討結果の一覧を示す．表において，ケース

1-12は砂質土系地盤のモデル断面による検討結果を，ケー

ス13-31は設計事例の断面に基づく検討結果である． 

図-3.2に，表中に示す全ケースに対する各条件における

根入れ長の実質安全率を，検討条件毎にプロットしたもの

を示す．  

 

1) H11基準と現行基準における永続状態に根入れ長の実質

安全率に関する比較 

 

①  モデル断面の比較 

まず，図-3.2により，モデル断面による結果（ケース1-

12）について，永続状態に関する基準間の必要根入れ長に

対する比較検討（図中の凡例における，×および●の比較．）

を行う．モデル断面による検討は，全て砂質土系地盤であ

るため，H11基準の根入れ長に対する安全率はすべて1.5で

ある．これに対して，現行基準を用いて算出した根入れ長

の実質安全率は，1.89-2.10と大きく算定される． 

 

② 設計事例断面の比較 

次に，設計事例による結果（ケース13-31）についても，

根入れ長に関する実質安全率の基準間比較を行う． 

ケース13-15については，粘性土系地盤である．このため，

当該ケースにおけるH11基準の根入れ長に対する安全率は

1.2である．これらのケースに対する根入れ長の実質安全率

は，1.14-1.35であり，粘性土に関する値入れ長の実質安全

率はH11基準、現行基準ともにモデル地盤に比較すると変

化は小さい． 

また，設計事例に対する残りのケース16-31については，

砂質土系地盤または互層地盤（砂質土が支配的と判定）で

あり，H11基準の根入れ長は安全率1.5である．これに対し

て，現行基準による実質安全率は1.39-1.97と算定され，や

はりH11基準の安全率に対して高い安全率を示す傾向にあ

る．ただし，ケース26，27については，現行基準を適用し

た場合の根入れ長の安全率は，他のケースと比べて小さく

それぞれ1.39，1.48と算定されている．この理由について

は，③において説明する．  

 

③ 地盤条件の影響 

上記において，粘性土と砂質土に対して，H11年基準と

現行基準の間で根入れ長の実質安全率の傾向に差が生じ

ているが，これは，以下の要因によるものと考えられる． 

表-2.4の部分係数表によると，根入れ長照査では砂質土

系地盤の場合は内部摩擦角が1.0以下として減じられてい

るが粘着力の部分係数が1.0のままであるため，粘性土の層 

厚が大きくなるとランキン土圧式で計算される主働土圧

強度が小さく，また受働土圧強度が大きく計算される．こ

の結果，根入れ長は砂質土の層厚が多い地盤に比べて，抵

抗側の受働土圧強度が大きく計算され根入れ長は小さく

なるためである． 

 

以上より，現行基準の部分係数法を用いた場合の，砂質

土が支配的と判断した地盤において，粘性土がある程度の

割合で分布すると根入れ長が小さくなる状況が確認され

た． 

 

2) 耐震設計で決定される根入れ長と現行基準における永

続状態に関する比較 

① モデル断面の比較 

 まず，図-3.2により，ケース1-12のモデル断面の現行基

準における永続状態で決定する根入れ長および照査用震

度(kh=0.05)で決定する根入れ長について比較する（図-3.2

の凡例●および□．）．モデル地盤を用いた検討において，

現行基準における永続状態で決定する根入れ長は，耐震設

計の下限値で決定する根入れよりも長いことがわかる． 

 

② 設計事例断面の比較 

一方，実際の設計事例による断面を用いた検討において

も，モデル地盤を用いた検討と同様に，現行基準における

永続状態で決定する根入れ長は，やはり耐震設計の下限値

で決定する根入れよりも長い．なお，ケース13-31について

は，実際の設計事例であるため，実際の設計に用いられた

照査用震度に対して計算された根入れ長の実質安全率も
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同図中にプロットした． 

 

3) その他，岸壁水深と根入れ部の土層厚に関する比較 

比較する指標を変えた場合の実質安全率の比較を行う

ために，図-3.3に岸壁水深，図-3.4に根入れ部の土層厚比

について整理した． 

 

① 岸壁水深の影響 

岸壁水深と根入れ長の関係を整理にするため，図-3.3に，

岸壁水深に対する根入れ長の実質安全率の関係を示す．こ

こでは，岸壁水深の違いによる根入れ長の安全率の違いは

明確に得られなかった．  

 

② 根入れ部の土層厚比の影響 

図-3.4に設計事例の19ケースを対象に根入れ部の土層

厚に対する安全率を示した．なお，ここでの根入れ部とは，

現行基準で算定した根入れ長の結果に対する土層厚の比

とした．これによると，砂質土と粘性土の層厚が同じ層厚

比1.0までは，現行基準の永続状態では砂質土の安全率に近

いことがわかる．砂質土の層厚が粘性土よりも上回ると安

全率が下がる傾向が示唆された． 

また，粘性土の層厚が大きい層厚比3.6以上の場合は，安

全率がほぼ一定値となる． 

以上から，根入れ部の土層構成と安全率の関係は，砂質

土と粘性土の層厚が同等までは砂質土系地盤とみなすこ

とができ，これよりも粘性土の層厚が砂質土より大きくな

ると粘性土系地盤と判断できる． 
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表-3.3 検討結果一覧（矢板の根入れ長） 

①
砂質土

②
粘性土

③
根入れ部全長
（①+②）

④
砂質土
（①/③）

⑤
粘性土
（②/③）

⑥
層厚比（粘性
土/砂質土）
（②/①）

H11常時 H19永続 設計時の
照査用震度

kh=0.05

1 4.5 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - - 1.50 2.07 - 1.38
2 4.5 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - - 1.50 1.94 - 1.39
3 4.5 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - - 1.50 1.92 - 1.39
4 7.5 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - - 1.50 2.08 - 1.43
5 7.5 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - - 1.50 1.98 - 1.42
6 7.5 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - - 1.50 1.89 - 1.40
7 10.0 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - - 1.50 2.09 - 1.38
8 10.0 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - - 1.50 2.00 - 1.43
9 10.0 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - - 1.50 1.91 - 1.42

10 16.0 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - - 1.50 2.10 - 1.54
11 16.0 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - - 1.50 2.02 - 1.50
12 16.0 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - - 1.50 1.93 - 1.50
13 6.1 2.3 0.5 0.0 0.33 20 0.05 0.50 2.57 3.07 0.16 0.84 5.14 1.20 1.14 1.20 1.20
14 6.1 2.3 0.5 0.0 0.33 10 0.05 0.50 1.80 2.30 0.22 0.78 3.60 1.20 1.18 1.32 1.32
15 3.5 2.8 1.6 0.09 1.1 10 0.06 0.89 3.60 4.49 0.20 0.80 4.04 1.20 1.35 1.08 1.06
16 8.1 2.3 0.5 0.0 0.33 20 0.06 2.34 1.20 3.54 0.66 0.34 0.51 1.50 1.73 1.47 1.38
17 8.1 2.3 0.5 0.0 0.33 20 0.06 2.46 1.20 3.66 0.67 0.33 0.49 1.50 1.75 1.47 1.38
18 3.6 2.3 0.5 0.0 0.33 10 0.05 2.66 0.00 2.66 1.00 0.00 0.00 1.50 1.94 1.46 1.46
19 10.7 3.0 1.8 0.0 1.2 20 0.17 12.10 1.20 13.30 0.91 0.09 0.10 1.50 1.74 3.14 1.51
20 11.4 3.0 1.8 0.0 1.2 20 0.18 18.21 0.00 18.21 1.00 0.00 0.00 1.50 1.74 3.96 1.49
21 10.2 3.4 1.7 0.0 1.13 30 0.17 9.54 1.20 10.74 0.89 0.11 0.13 1.50 1.93 2.69 1.45
22 10.2 3.4 1.7 0.0 1.13 30 0.18 8.60 3.80 12.40 0.69 0.31 0.44 1.50 1.81 2.49 1.40
23 13.6 3.4 1.7 0.0 1.13 30 0.18 20.31 2.30 22.61 0.90 0.10 0.11 1.50 1.86 3.92 1.60
24 7.0 3.5 2.3 0.21 1.6 10 0.09 4.42 0.00 4.42 1.00 0.00 0.00 1.50 1.96 1.76 1.48
25 7.0 3.5 2.3 0.21 1.6 10 0.09 4.44 0.00 4.44 1.00 0.00 0.00 1.50 1.95 1.76 1.46
26 9.6 5.2 3.9 0.08 2.63 20 0.09 5.10 4.72 9.82 0.52 0.48 0.93 1.50 1.39 1.63 1.38
27 10.6 5.1 3.9 0.08 2.63 20 0.1 5.73 4.10 9.83 0.58 0.42 0.72 1.50 1.48 1.81 1.40
28 10.6 5.1 3.9 0.08 2.63 20 0.1 4.83 3.10 7.93 0.61 0.39 0.64 1.50 1.69 1.72 1.40
29 10.0 5.1 3.9 0.08 2.63 20 0.1 5.93 2.70 8.63 0.69 0.31 0.46 1.50 1.46 1.57 1.36
30 10.9 5.1 3.9 0.08 2.63 20 0.1 7.13 0.00 7.13 1.00 0.00 0.00 1.50 1.93 1.81 1.44
31 10.9 5.1 3.9 0.08 2.63 20 0.1 6.60 0.00 6.60 1.00 0.00 0.00 1.50 1.97 1.80 1.45

砂
質
土
地
盤
モ
デ
ル

モ
デ
ル

全
国
の
設
計
事
例
の
モ
デ
ル

根入れ長（H11基準を用いた安全率）

天端高
（ｍ）

HWL
（ｍ）

LWL
（ｍ）

RWL
（ｍ）

上載
荷重

（kN/m2）

ケ
ー

ス

水深
（ｍ）

設計時の
照査用震度

根入れ部

層厚（ｍ） 土層に対する割合

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31

根
入
れ
長
の
安
全
率

ケース番号

H11常時

H19永続

H11&H19(kh=0.05)

設計事例の照査用震度

k
h
=0.17～0.18 

粘性土系地盤 砂質土系地盤 
砂質土系地盤 
多層地盤 

許容安全率 1.2(粘性土系地盤) 

許容安全率 1.5(砂質土系地盤) 

図-3.2 各ケースに対する根入れ長の安全率 



国総研資料 No.901 

- 13 - 

 

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

3.0 5.0 7.0 9.0 11.0 13.0 15.0

根
入
れ
長
の
安
全
率

岸壁水深

H11常時

H19永続

H11&H19(kh=0.05)

設計事例の照査用震度

図-3.3 岸壁水深に対する根入れ長の安全率 

kh=0.17～0.18 

粘性土系地盤 

砂質土系地盤 
多層地盤 

ｹｰｽ 15 

ｹｰｽ 13,14 

図-3.4 土層厚比に対する根入れ長の安全率 
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H11&H19(kh=0.05)

設計事例の照査用震度

kh=0.17～0.18 

粘性土系地盤 

砂質土系地盤 
多層地盤 

ｹｰｽ 15 

ｹｰｽ 14 
ｹｰｽ 13 
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3.4 矢板本体およびタイ材の応力に関する基準間比較お

よび考察 

(1) 検討に用いる指標 

矢板本体およびタイ材の応力の照査は，2.3に示したよ

うに，タイロッド取付点と海底面を固定点と仮定した仮想

ばり法によって，矢板に作用する最大曲げモーメントとタ

イ材張力を算定し，各設計基準で定められる応力度以下に

なるよう断面を設定する． 

ここで，基準応力度とは，許容応力度や降伏応力度など，

各設計基準で閾値としている応力度を示す．各基準の応力

度の算定式は，以下に示すとおりである． 

 

（矢板の本体応力） 

Z

maxM
＝               式-3.1 

 ここに， 

σ ：基準応力度（N/mm2） 

Mmax ：最大曲げモーメント（kN・m/m） 

Z ：断面係数（m3/m） 

 

（タイ材応力） 

pA

maxT
σ＝               式-3.2 

 ここに， 

σ ：基準応力度（N/mm2） 

Tmax ：最大張力（kN/本） 

Ap ：タイ材の断面積（m2/本） 

 

1) H11基準の常時 

 H11基準の常時の応力照査においては許容応力度による

照査を用いている．ここで，許容応力度とは，長期荷重に

対する許容値とし，JISに規定された降伏点強度に対して鋼

矢板は0.6倍，タイ材は0.4倍の強度と規定されている． 

矢板の応力照査では，地盤の物性値から計算される土圧

等の特性値によって応力度を算定し，その応力度が許容応

力度を下回ることを確認する．本検討では，特性値で計算

された最大曲げモーメントに対して許容応力度ぎりぎり

になる断面係数を算定する．なお，ケース1-12の砂質土系

地盤モデルは，鋼材の規格はSY390（許容応力度 235N/mm2）

を基本とし，一般的に使用されているＵ型鋼矢板の最大規

格ⅥＬ型の断面係数を超えた場合は，鋼管矢板SKY490（許

容応力度 185N/mm2）に対して計算を行う． 

タイ材の応力照査では，特性値で計算された最大張力に

対して許容応力度ぎりぎりになる断面積を算定する．なお，

ケース1-12の砂質土系地盤モデルは，タイ材の規格はタイ

ロッドHT740（許容応力度 216N/mm2）を基本とした． 

 

2) H11基準および現行基準の地震時 

地震時においては基準間の違いはなく，許容応力度の5

割増しを基準応力度としている．ただし，現行基準では，

構造解析係数を用いることで，結果的に許容応力度を割増

しした照査を行っている．計算手法は，①と同じ手法をと

る． 

 

3) 現行基準の永続状態 

現行基準の応力照査においては，地盤の物性値に部分係

数を用いて計算される土圧等の設計用値および部分係数

を乗じた降伏応力の設計用値を比較し，作用耐力比が1.0を

下回ることを確認する． 

 

上記に示すように，設計基準や検討条件に応じて，照査

に用いる応力の閾値が異なる．本節においては，基準間比

較のための指標を統一するため，各基準または検討条件を

用いて決定した矢板またはタイ材に対し，H11基準の常時

と同じ設計法を適用した上で，各断面に発生する応力σ’

（各設計基準の応力度）を鋼材の降伏応力度σyで除して

算定される応力度の比率Fsを，実質的な安全率（以下，実

質安全率）として算定した．この実質安全率を用いて，各

基準によって決定する矢板またはタイ材に関する応力の

安全性に関する比較を行った． 

この際，現行基準を用いて算定した断面に対して，実質

安全率を算定する場合の地盤の物性値は，特性値を用いて

評価した．また，耐震設計で決定する断面に対して，実質

安全率を算定する場合の土圧は，地震時土圧ではなく，永

続状態（常時）の土圧として評価した． 

'σ

σ
＝

y
sF                式-3.3 

 ここに， 

Fs ：安全率 

σy ：鋼材の降伏応力度（N/mm2） 

σ’ ：各設計基準の応力度（N/mm2） 

 

(2) 断面設定のルール 

各基準を適用して設計を実施する際，選定する矢板断面

のルールについては，以下のとおりとした． 

 

① 各基準において，仮想ばり法を用いて矢板本体に生



国総研資料 No.901 

- 15 - 

じる最大曲げモーメント，およびタイ材取り付け点に生じ

る反力を算定する。 

② ①で得られた値を用いて，各基準で照査する応力度

となるような矢板の断面係数，タイ材の断面積を算定する． 

 

③ ①のH11基準で得られた最大曲げモーメントおよび

タイ材に作用する反力の特性値と②で得られた断面係数

を用いて，各基準で照査した実質的な応力度を算定する． 

 

 

なお，タイ材は，一般的に鋼矢板であれば4枚に1本設置

することが多い．本検討では，矢板の型式（鋼矢板，鋼管

矢板）によらず分担幅を一律2ｍとして計算を行った．この

理由は，設計基準間で鋼矢板の型式，鋼管矢板の径が変わ

り，枚数や本数で規定した場合は各基準で基本単位が変わ

り作用幅が基準毎に変わるため，同じ作用幅として比較す

るためである． 

 

(3) 矢板本体の応力に関する検討結果 

1) H11基準と現行基準における永続状態に関する比較 

表-3.4に，矢板本体応力に関する検討結果の一覧を示す．

表において，ケース1-12はモデル断面による検討結果を，

ケース13-31は設計事例の断面に基づく検討結果である．

また，図-3.6に，全ケースに対する各条件における矢板本

体の発生応力に関する実質安全率を，検討条件毎にプロッ

トしたものを示す．また，比較する指標を変えた場合の実

質安全率の比較を行うために，図-3.7に岸壁水深，図-3.8

に土層厚比について整理した． 

 

① モデル断面の比較 

まず，モデル断面であるケース1-12について検討する．

H11常時における，矢板応力に関する実質安全率は，降伏

応力に対する許容応力度そのものであり約1.7（1.66）であ

る．これに対して，現行基準を用いた場合の矢板応力の実

質安全率は，上記の矢板応力に関する整理と同様に，H11

基準の実質安全率よりかなり小さく，1.12-1.26であった．  

② 設計事例断面の比較 

次に，全国の設計事例であるケース13-31について検討

する．ケース16，17，19，および20-22は，矢板背後が砂質

土と粘性土の互層断面となっている．それ以外のケースは，

海底面より上は全て裏込石もしくは砂質土で構成されて

いる．設計事例の検討断面においても，実質安全率は1.04-

1.19の範囲であり，モデル地盤と同様に，H11基準の安全率

よりもかなり小さいことがわかる．ただし，海底地盤より

上面の地盤構成と，矢板応力の実質安全率に関する関係は，

明瞭ではない． 

 

2) 耐震設計および現行基準における永続状態で決定され

る矢板断面に対する発生応力に関する実質安全率の比較 

① モデル断面の比較 

まず，ケース1-12のモデル断面の永続状態で決定する矢

板応力の実質安全率と，照査用震度(kh=0.05)で決定する

矢板応力の実質安全率について比較する．（図-3.6の凡例

●および□．）図-3.6のケース1-12より，モデル地盤を用

いた検討において，永続状態で決定する矢板断面の実質安

全率は，ほとんどのケースにおいて，耐震設計の下限値0.05

で決定する断面の実質安全率を下回っている． 

 

② 設計事例断面の比較 

実際の設計事例であるケース13-31においても同様の傾

向を示しているが，我が国においては，照査用震度kh=0.05

に対する耐震性は最低限の水準として設定されているた

め，少なくとも，今回検討対象とした断面については，矢

板本体が，現行基準における永続状態で決定されるケース

はないことが判明した． 

 

3) その他，岸壁水深と海底面上の土層厚に関する比較 

① 岸壁水深の影響 

岸壁水深と矢板本体の応力の関係を整理にするため，図

-3.7に，岸壁水深に対する矢板本体の応力の実質安全率の

関係を示した．ここでは，岸壁水深の違いによる根入れ長

の安全率の違いは明確に得られなかった．ただし，実際に

設計された照査用震度kh=0.05～0.10の安全率は永続状態

の安全率に比べ大きいことがわかる． 

 

② 海底面上の土層厚の影響 

図-3.8 に設計事例の 19 ケースを対象に海底面以上の土

層厚に対する安全率を示した．これによると，砂質土と

粘性土の層厚比の違いによる傾向はみられなかった．  

図-3.5 鋼材の安全率算定図 
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表-3.4 検討結果一覧（矢板本体の応力） 

①
裏込石

②
砂質土

③
粘性土

④海底面上
全長

（①+②+③）

⑤
層厚比（粘性土/
裏込石+砂質土）
（③/（①+②））

H11常時 H19永続 設計時の
照査用震度

kh=0.05

1 4.5 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - 1.66 1.22 - 1.20
2 4.5 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - 1.66 1.15 - 1.20
3 4.5 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - 1.66 1.26 - 1.16
4 7.5 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - 1.66 1.23 - 1.24
5 7.5 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - 1.66 1.17 - 1.21
6 7.5 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - 1.66 1.12 - 1.17
7 10.0 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - 1.66 1.23 - 1.30
8 10.0 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - 1.66 1.17 - 1.23
9 10.0 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - 1.70 1.13 - 1.19

10 16.0 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - 1.70 1.24 - 1.37
11 16.0 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - 1.70 1.19 - 1.28
12 16.0 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - 1.70 1.14 - 1.28
13 6.1 2.3 0.5 0.0 0.3 20 0.05 0.0 8.9 0.0 8.9 0.0 1.64 1.19 1.23 1.23
14 6.1 2.3 0.5 0.0 0.3 10 0.05 0.0 8.9 0.0 8.9 0.0 1.64 1.19 1.31 1.31
15 3.5 2.8 1.6 0.1 1.1 10 0.06 0.0 6.3 0.0 6.3 0.0 1.64 1.04 1.15 1.12
16 8.1 2.3 0.5 0.0 0.3 20 0.06 0.0 8.9 1.5 10.4 0.2 1.64 1.18 1.31 1.25
17 8.1 2.3 0.5 0.0 0.3 20 0.06 0.0 8.9 1.5 10.4 0.2 1.64 1.19 1.29 1.23
18 3.6 2.3 0.5 0.0 0.3 10 0.05 0.0 5.9 0.0 5.9 0.0 1.64 1.18 1.27 1.27
19 10.7 3.0 1.8 0.0 1.2 20 0.17 3.1 3.5 7.1 13.7 1.1 1.70 1.09 2.07 1.20
20 11.4 3.0 1.8 0.0 1.2 20 0.18 0.0 7.1 7.3 14.4 1.0 1.70 1.11 2.31 1.20
21 10.2 3.4 1.7 0.0 1.1 30 0.17 0.0 13.6 0.0 13.6 0.0 1.70 1.16 1.86 1.24
22 10.2 3.4 1.7 0.0 1.1 30 0.18 0.0 10.8 2.8 13.6 0.3 1.70 1.11 1.80 1.17
23 13.6 3.4 1.7 0.0 1.1 30 0.18 0.0 17.0 0.0 17.0 0.0 1.70 1.17 2.04 1.27
24 7.0 3.5 2.3 0.2 1.6 10 0.09 10.5 0.0 0.0 10.5 0.0 1.64 1.14 1.43 1.27
25 7.0 3.5 2.3 0.2 1.6 10 0.09 10.1 0.4 0.0 10.5 0.0 1.64 1.14 1.43 1.27
26 9.6 5.2 3.9 0.1 2.6 20 0.09 13.0 1.8 0.0 14.8 0.0 1.70 1.08 1.30 1.18
27 10.6 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 0.0 15.7 0.0 15.7 0.0 1.70 1.09 1.34 1.19
28 10.6 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 0.0 15.7 0.0 15.7 0.0 1.70 1.09 1.34 1.19
29 10.0 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 13.4 1.7 0.0 15.1 0.0 1.70 1.08 1.34 1.18
30 10.9 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 13.4 2.6 0.0 16.0 0.0 1.70 1.09 1.36 1.20
31 10.9 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 13.4 2.6 0.0 16.0 0.0 1.70 1.09 1.36 1.20

モ
デ
ル

砂
質
土
地
盤
モ
デ
ル

全
国
の
設
計
事
例
の
モ
デ
ル

上載
荷重

（kN/m2）

設計時の
照査用震度

海底面上
矢板壁の応力（降伏応力度に対する実質的な安全率）

土層に対する割合層厚（ｍ）
RWL
（ｍ）

ケ
ー

ス

水深
（ｍ）

天端高
（ｍ）

HWL
（ｍ）

LWL
（ｍ）

1.00

1.50

2.00

2.50

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31

矢
板
応
力
の
安
全
率

ケース番号

H11常時

H19永続

H11&H19(kh=0.05)

設計事例の照査用震度

kh=0.17～0.18 

裏込石，砂質土系地盤 

多層地盤 

許容応力度の実質安全率 1.64～1.70 

鋼矢板 SY390 
鋼矢板 SY295 

鋼管矢板 SKY490 

鋼矢板 SY295 

図-3.6 各ケースに対する矢板応力の安全率 
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図-3.7 岸壁水深に対する矢板応力の安全率 

kh=0.17～0.18 
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図-3.8 土層厚比に対する矢板応力の安全率 

kh=0.09～0.10 で実際設計されたケースの安全率（△） 

永続状態で計算された安全率（●） 
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(4)タイ材の応力に関する検討結果 

1) H11基準と現行基準における永続状態に関する比較 

表-3.5に，タイ材応力に関する検討結果の一覧を示す．

表において，ケース1-12はモデル断面による検討結果を，

ケース13-31は設計事例の断面に基づく検討結果である．

また，図-3.9に，全ケースに対する各条件におけるタイ材

の発生応力に関する実質安全率を，検討条件毎にプロット

したものを示す．また，比較する指標を変えた場合の実質

安全率の比較を行うために，図-3.10に岸壁水深，図-3.11

に土層厚比について整理した． 

ただし，ケース13,14,16～18については，タイ材がタイ

ロープとして設計されているため，ここでの検討対象外と

した．また，ケース19，20はグラウンドアンカーが採用さ

れているが，検討条件を同じにするためタイ材の種類は他

の設計事例と同等のタイロッドHT690（1本/2ｍ）とした． 

 

① モデル断面の比較 

まず，モデル断面であるケース1-12について検討する．

H11（常時）のタイ材応力に関する実質安全率は，降伏応力

に対する許容応力度の比そのもので2.5である．これに対し

て，現行基準を用いた場合のタイ材応力の実質安全率がこ

れよりも小さく1.75-1.89となった． 

 

②  設計事例断面の比較 

設計事例の検討断面（ケース13-31）においても，実質安

全率は1.40-1.84の範囲であり，モデル断面と同様に，H11

基準の安全率よりも小さいことがわかった． 

 

2) 耐震設計および現行基準における永続状態で決定され

るタイ材断面に対する発生応力に関する実質安全率の比

較 

 矢板応力に関する検討と同様に，ケース1-12のモデル断

面の永続状態で決定するタイ材応力の実質安全率と，照査

用震度(kh=0.05)で決定するタイ材応力の実質安全率につ

いて比較する．（図-3.9の凡例●および□．） 

 

① モデル断面の比較 

図-3.9のケース1-12より，モデル地盤を用いた検討にお

いて，永続状態で決定するタイ材応力の実質安全率は，耐

震設計の下限値0.05で決定するタイ材応力の実質安全率と

ほぼ同等か，若干上回る程度となっている． 

 

② 設計事例断面の比較 

この傾向は，実際の設計断面（ケース13-31）も同様とな

っている． 

3) その他，岸壁水深と海底面上の土層厚に関する比較 

 

① 岸壁水深の影響 

岸壁水深とタイ材の応力の関係を整理にするため，図-

3.10に，岸壁水深に対するタイ材の応力の実質安全率の関

係を示した．ここでは，岸壁水深の違いによる根入れ長の

安全率の違いは明確に得られなかった．ただし，永続状態

の安全率のばらつきは大きく，実際に設計された照査用震

度kh=0.05～0.10の安全率と大きくは変わらない． 

 

② 海底面上の土層厚の影響 

また，図-3.11に設計事例の19ケースを対象に海底面以

上の土層厚に対する安全率を示した．これによると，砂質

土と粘性土の層厚比の違いによる傾向はみられなかった． 
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図-3.9 各ケースに対するタイ材応力の安全率 

kh=0.17～0.18 

裏込石，砂質土系地盤 

多層地盤 

許容応力度の実質安全率 2.50 

表-3.5 検討結果一覧（タイ材の応力） 

①
裏込石

②
砂質土

③
粘性土

④海底面上
全長

（①+②+③）

⑤
層厚比（粘性土/
裏込石+砂質土）
（③/（①+②））

H11常時 H19永続 設計時の
照査用震度

kh=0.05

1 4.5 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - 2.50 1.88 - 1.54
2 4.5 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - 2.50 1.83 - 1.59
3 4.5 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - 2.50 1.66 - 1.63
4 7.5 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - 2.50 1.88 - 1.67
5 7.5 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - 2.50 1.81 - 1.67
6 7.5 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - 2.50 1.76 - 1.67
7 10.0 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - 2.50 1.89 - 1.78
8 10.0 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - 2.50 1.83 - 1.74
9 10.0 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - 2.50 1.75 - 1.71

10 16.0 2.0 0.3 0.0 0.2 30 0.05 - - - - - 2.50 1.89 - 1.93
11 16.0 4.0 1.8 0.0 1.2 30 0.05 - - - - - 2.50 1.82 - 1.85
12 16.0 6.0 4.5 0.0 3.0 30 0.05 - - - - - 2.50 1.76 - 1.79
13 6.1 2.3 0.5 0.0 0.3 20 0.05 0.0 8.9 0.0 8.9 0.0 - - - -
14 6.1 2.3 0.5 0.0 0.3 10 0.05 0.0 8.9 0.0 8.9 0.0 - - - -
15 3.5 2.8 1.6 0.1 1.1 10 0.06 0.0 6.3 0.0 6.3 0.0 2.50 1.40 1.63 1.44
16 8.1 2.3 0.5 0.0 0.3 20 0.06 0.0 8.9 1.5 10.4 0.2 - - - -
17 8.1 2.3 0.5 0.0 0.3 20 0.06 0.0 8.9 1.5 10.4 0.2 - - - -
18 3.6 2.3 0.5 0.0 0.3 10 0.05 0.0 5.9 0.0 5.9 0.0 - - - -
19 10.7 3.0 1.8 0.0 1.2 20 0.17 3.1 3.5 7.1 13.7 1.1 2.50 1.71 2.81 1.72
20 11.4 3.0 1.8 0.0 1.2 20 0.18 0.0 7.1 7.3 14.4 1.0 2.50 1.75 3.02 1.71
21 10.2 3.4 1.7 0.0 1.1 30 0.17 0.0 13.6 0.0 13.6 0.0 2.50 1.84 2.50 1.75
22 10.2 3.4 1.7 0.0 1.1 30 0.18 0.0 10.8 2.8 13.6 0.3 2.50 1.75 2.43 1.66
23 13.6 3.4 1.7 0.0 1.1 30 0.18 0.0 17.0 0.0 17.0 0.0 2.50 1.79 2.66 1.75
24 7.0 3.5 2.3 0.2 1.6 10 0.09 10.5 0.0 0.0 10.5 0.0 2.50 1.77 2.03 1.82
25 7.0 3.5 2.3 0.2 1.6 10 0.09 10.1 0.4 0.0 10.5 0.0 2.50 1.77 2.03 1.82
26 9.6 5.2 3.9 0.1 2.6 20 0.09 13.0 1.8 0.0 14.8 0.0 2.50 1.52 1.65 1.53
27 10.6 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 0.0 15.7 0.0 15.7 0.0 2.50 1.56 1.76 1.57
28 10.6 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 0.0 15.7 0.0 15.7 0.0 2.50 1.56 1.76 1.57
29 10.0 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 13.4 1.7 0.0 15.1 0.0 2.50 1.53 1.72 1.54
30 10.9 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 13.4 2.6 0.0 16.0 0.0 2.50 1.41 1.76 1.57
31 10.9 5.1 3.9 0.1 2.6 20 0.1 13.4 2.6 0.0 16.0 0.0 2.50 1.41 1.76 1.57
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図-3.10 岸壁水深に対するタイ材応力の安全率 

図-3.11 土層厚比に対するタイ材応力の安全率 
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3.5 控え矢板式岸壁の永続状態における矢板の根入れ長，

矢板本体およびタイ材応力の安全性水準に関する考察 

 

3.3および3.4における検討結果より，安全率法および許

容応力度法と現行基準の部分係数法によって決定される

矢板の断面諸元の結果を踏まえ，控え矢板式岸壁の永続状

態に対して適切であろうと考えうる安全性水準について，

以下考察を行う． 

 

(1)矢板の根入れ長 

現行基準における部分係数法で決定される永続状態の

矢板の根入れ長は，安全率法（常時）で決定される根入れ

長よりも，ほぼ全検討ケースで長くなっていることが判明

した． 

1) 実質安全率による比較 

安全率法で決定される根入れ長は，現行基準の部分係数

法で得られる根入れ長より小さいが，安全率法で設計され

た控え矢板式岸壁が根入れ長不足で永続状態で被災した

事例は報告されていない．（フリーアースサポート法にお

ける根入れ長の許容安全率は昭和42年～平成19年の間で

変化していない．）つまり，これまでの施工実績として安

全率法で決まった根入れ長は，少なくとも常時（永続状態）

において断面破壊がないという状況を考慮すると，既存の

安全率法で決定される根入れ長でも，特段の問題は無いと

いうことを示している． 

また，現行基準で決定される根入れ長を，耐震設計で決

定される根入れ長と比較すると，図-3.13に示すとおり現

行基準で決定される根入れ長は，耐震設計において，

kh=0.10相当で決定する根入れ長とほぼ同等，またはそれ以

上の水準であり，竹信らの目標安全率8)と同様の考察を実

施すると，特に照査用震度（または，旧基準における設計

震度）が小さな地域においては，今後案件が増大すると想

定される改良設計の実施の際におけるコスト増の要因に

もつながる． 

 

2) 絶対値としての根入れ長としての比較 

ここで，安全率とは別の指標を用いて，標準モデルおよ

び全国の設計事例モデルについて，実際の根入れ長に関す

る比較を行った．図-3.14にH11基準に対する各基準の計算

値を図化した．これにより，安全率と同様に現行基準はH11

基準に比べ根入れ長は全体の傾向として大きいことがわ

かる．  

 

以上より，根入れ長の目標安全性水準をH11基準の常時

の安全率とすることを提案する． 

(2) 矢板本体およびタイ材の応力 

矢板本体とタイ材に関しては，現行基準における部分係

数法で決定される永続状態の応力に関する実質安全率は，

H11基準の常時条件における実質安全率よりも，全検討ケ

ースで小さくなる結果となった．これは，現行基準の安全

性水準を，初期建設費に破壊可能性と破壊時の費用を乗じ

た値を加えた費用により定義される期待総費用最小化と

いう考え方6) 7)を用いて，つまり，既往の安全率法とは異

なる枠組みを用いて決定された結果である． 

本研究にて得られた結果と以下の図-3.12に示す設計法

と実施工におけるモデル化誤差に着目し，著者らは以下の

理由から，控え矢板式岸壁に対する永続状態の安全性水準

は，過去に設計された実績の安全性を尊重する立場を取り，

各照査項目の目標安全性水準を提案する． 

 

1) 矢板本体の応力 

a) 実質安全率による考察 

耐震設計で決定する矢板本体の応力の実質安全率と，永

続状態で決定する矢板本体の応力の実質安全率を比較す

るため，図-3.15に，照査用震度とそれに対する矢板応力の

実質安全率の関係を示す． 

図に示すように，H11基準の矢板応力に対する実質安全

率は，鋼材の曲げに関する許容応力度と降伏応力度の比率

で表され約1.7であるのに対して，現行基準の永続状態に対

する矢板応力の実質安全率は，1.04-1.19であり，H11基準

の実質安全率と比べて大幅に低下している。 

一方，港湾施設に対しては，レベル 1 地震動に対する設

計震度 kh =0.05 を用いて決定する断面を，我が国の耐震設

計に要求する最低水準としている．ここで，設計震度 kh 

=0.05 を用いて設計した断面に対して，永続状態に関する

照査手法を適用した場合の矢板応力に関する実質安全率

は 1.12-1.31 となった。 

ここで，H19 年以降に設計された断面（ケース 13～31）

に対して，現行基準の永続状態と kh =0.05 で決定される断

面の実質安全率について比較する． 

図-3.6 に示すように，各断面の実質安全率は，設計震度

kh =0.05 の場合の実質安全率が，現行基準における実質安

全率より全てのケースで上回るという結果となっている

ことから，現行基準の永続状態で決定される断面諸元は存

在しない可能性が高いことが判明した．すなわち，現行基

準の永続状態に要求される矢板応力の安全性水準は，実際

には設定されることのない水準である． 

矢板応力の実質安全率を，安全性を示す一つの数値とし

た場合，永続状態に対する矢板応力の安全性水準をどこに

設定すべきか，という点について，上述の点を踏まえて以
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下検討を行う．本検討では，設計震度が比較的小さな断面

が保有するそれぞれの実質安全率について着目し整理す

る． 

図-3.15より，現行基準の発刊以降に設計された，設計震

度が比較的小さな(kh =0.05-0.10程度)断面に対する，実質安

全率は1.1-1.4程度である．この実質安全率は，H11基準の

実質安全率よりも小さな値であるが，これらの断面は実際

に設計された断面であり，実際の永続状態において特段の

問題は発生していない。このことから，次期基準における

矢板の本体応力の永続状態の安全性水準としては，この付

近の実質安全率となるように設定することが考えられる。 

ここで，矢板の設計では，設計法自体などに誤差が生じ

ていることが過去に報告されている．例えば，付録Gに示し

た「平成13年度 北海道十勝港人工地震による振動実験」

の事例を図-3.12に示す．この実験では，矢板の設計法に仮

想ばり法，ロウの補正の方法および弾塑性法を用いて矢板

に作用する曲げモーメントの数値（M2）を算出している．

一方，現地では矢板に歪ゲージを取り付け，歪の計測値か

らモーメント（M1）を算出している．ここで，設計値と計

測値の比（M1/M2）は2.0である．このように，設計法と実

施工では誤差が大きくなるケースも存在する． 

このため，現行基準で施工された断面の安全性に対する

実績を尊重する立場をとると，上述のように矢板の応力に

対する永続状態の安全性水準は，実質安全率として1.1-1.4

程度の数値のいずれかを選択することが可能とも考えら

れるが，上述のように設計モデルの誤差，実績数がまだ十

分でないこと等を踏まえ，矢板の応力の目標安全性水準を

安全率1.4程度とすることを提案する． 

 

 

 

b) 断面係数を用いた考察 

ここで，安全率とは別の指標を用いて，モデルケースお

よび全国の実績断面ついて，実際の矢板の断面係数に関す

る比較を行った．図-3.16にH11基準に対する各基準の計算

値を図化した．これにより，安全率と同様に現行基準はH11

基準に比べ矢板の断面係数は全体の傾向として小さいこ

とがわかる．この図からは，H11基準で設計された断面係

数が増加するにつれて，現行基準で必要となる断面係数が

相対的に小さくなっている．これは岸壁水深が大きくなり

矢板本体に必要となる応力が増すにも関わらず，現行基準

ではH11基準に比べてスペックダウンさせているというこ

とを意味している．これに対して筆者らは，現行基準で設

定されている安全性を次期基準改訂では岸壁水深の変化

に対しても一定の安全性水準を設定することが望ましい

と判断した． 

 

2) タイ材の応力 

a) 実質安全率による考察 

タイ材の応力についても，上記に示した矢板本体の応力

と同様の傾向を示している．これまでの整理と同様に，耐

震設計で決定するタイ材応力の実質安全率と，永続状態で

決定するタイ材応力の実質安全率を比較するため，図-

3.17に，照査用震度とそれに対するタイ材応力の実質安全

率の関係を示す． 

図に示すように，H11 基準のタイ材の応力に対する実質

安全率は，鋼材の引張に関する許容応力度と降伏応力度の

比率で表され 2.5 であるのに対して，現行基準の永続状態

に対するタイ材の矢板応力の実質安全率は，1.40-1.84 とな

っており，H11 基準の実質安全率と比べて大幅に低下して

いる． 

一方，港湾施設に対しては，レベル１地震動に対する設

計震度 kh =0.05 を用いて決定する断面を，我が国の耐震設

計に要求する最低水準としている．ここで，設計震度 kh 

=0.05 を用いて設計した断面に対して，永続状態に関する

照査手法を適用した場合のタイ材の応力に関する実質安

全率は 1.44-1.84 となった。 

ここで，H19 年以降に設計された断面（ケース 13～31）

に対して，現行基準の永続状態と kh =0.05 で決定される断

面の実質安全率について比較する． 

図-3.9 に示すように，各断面の実質安全率は，設計震度

kh =0.05 の場合の実質安全率が，現行基準における実質安

全率より全てのケースで上回るという結果となっている

ことから，現行基準の永続状態で決定される断面諸元は存

在しない可能性が高いことが判明した．すなわち，現行基

準の永続状態に要求されるタイ材の応力の安全性水準は，

（-140） 

M1 

（-70） 

M2 

M1：計測値 

M2：設計値 

最大曲げﾓｰﾒﾝﾄ 

図-3.12 設計値と計測値の比較 付録D 

(H11基準(常時)) 
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実際には設定されることのない水準である． 

タイ材の応力の実質安全率を，安全性を示す一つの数値

とした場合，永続状態に対するタイ材の応力の安全性水準

をどこに設定すべきか，という点について，上述の点を踏

まえて以下検討を行う．本検討では，設計震度が比較的小

さな断面が保有するそれぞれの実質安全率について着目

し整理する． 

 

図-3.17 より，現行基準の発刊以降に設計された，設計

震度が比較的小さな(kh =0.05-0.10 程度)断面に対する，実

質安全率は 1.4-2.0 程度である．この実質安全率は，H11 基

準の実質安全率よりも小さな値であるが，これらの断面は

実際に設計された断面であり，実際の永続状態において特

段の問題は発生していない。このことから，次期基準にお

ける矢板の本体応力の永続状態の安全性水準としては，こ

の付近の実質安全率となるように設定することが考えら

れる。 

以上より，矢板本体の応力と同様に，現行基準で施工さ

れた断面の安全性に対する実績を尊重する立場を取るこ

とを基本とし，タイ材の応力に対する永続状態の安全性水

準は，実質安全率として1.6-2.0程度の数値のいずれかを選

択することが可能であると考えられるが，設計モデルの誤

差，実績数がまだ十分でないこと等を踏まえ，タイ材の応

力の目標安全性水準を安全率2.0程度とすることを提案す

る． 

 

a) 断面積を用いた考察 

ここで，安全率とは別の指標を用いて，モデルケースお

よび全国の実績断面ついて，実際のタイ材の断面積に関す

る比較を行った．図-3.18にH11基準に対する各基準の計算

値を図化した．これにより，安全率と同様に現行基準はH11

基準に比べタイ材の断面積は全体の傾向として小さいこ

とがわかる．この図からは，矢板の断面係数と同様に，H11

基準で設計された断面係数が増加するにつれて，現行基準

で必要となるタイ材の断面積が相対的に小さくなってい

る．これは岸壁水深が大きくなりタイ材に必要となる応力

が増すにも関わらず，現行基準ではH11基準に比べてスペ

ックダウンさせているということを意味している．これに

対して筆者らは，現行基準で設定されている安全性に疑問

をもち，次期基準改訂では岸壁水深の変化に対しても一定

の安全性水準を設定することが望ましいと判断した． 
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図-3.15 設計震度に対する矢板応力の安全率 
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図-3.17 設計震度に対するタイ材応力の安全率 
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(3) レベル１信頼性設計法の構築に向けた課題 

ここまで，標準的なモデルケースと全国の設計事例を対

象として目標安全性水準の設定に関して考察を行った．こ

こで提案した目標安全性水準は図-1.1の（C）にあたり，

次稿ではこの安全性水準に対して，目標破壊確率および部

分係数を設定する．これらの設定にあたっては以下の課題

が考えられる． 

 

① ロウの補正を用いた設計法の結果との整合性 

② 一定の目標破壊確率の設定（土層構成による場合分け） 

③ 全国の設計事例の施工までの追跡調査 

④ 施工時の矢板のひずみ，タイ材の張力の測定 

 

①は，本研究で提案した目標安全性水準は，フリーアー

スサポート法と仮想ばり法の結果を基に設定している．実

際の設計断面は，ロウの補正を用いた方法で矢板の剛性と

地盤反力を考慮した断面となっているため，部分係数を用

いた設計断面が実際の設計断面と比較してどの程度の水

準であるかを確認し，設定した目標安全性水準が狙った目

標値にコントロールされているかを確認しておく必要が

ある． 

②は，様々な地盤条件に対して 31ケースの検討を行い，

一律の目標安全性水準の提案を行っている．破壊確率の算

定では，地盤の物性値等の各設計因子にばらつきを与えて

いるため，目標破壊確率を一定にするためには，地盤の土

層構成によっては場合分けを行う必要が考えられる．例え

ば，根入れ長の算定では，図-3.4 に示すように砂質土と粘

性土の層厚比によって実質的な安全率がばらついている

ため，目標安全性水準を一定の安全率とした場合では，逆

に破壊確率がばらつくことが想定される． 

③は，全国の設計事例は当時の設計書を基に再現してい

るため，実際施工された断面が設計書どおりとは限らない．

そこで，施工までの追跡調査を行い最終断面の確認を行う

必要がある． 

④は，設計法のもつモデル化誤差を把握し，設計値と実

測値を比べ目標安全性水準の設定の精度を上げるために

実施する． 

 

4. 結論 

本研究では，控え矢板式岸壁の設計法の概説と原地盤の

地盤種別による設計法の適用条件について整理した．また，

現行基準による部分係数法に関し，次期基準改訂に向けて

見直すための方向性を検討し，目標安全性水準の提案を行

った．本研究で得られた結論を以下に示す． 

 

1）第2章では，控え矢板式岸壁の設計法について，安全率

法，許容応力度法および現行基準の部分係数法，さらに

ロウの補正の方法，たわみ曲線法および地盤ばねモデ

ルによる方法について概説を行った．また，原地盤の土

質分類別に適用できる設計法を体系的に整理し，設計

法の全体像をフロー化した． 

 

2）第3章では，現行基準の部分係数法と従来の安全率法を

用いて，原地盤が砂質土の場合の標準モデルと全国の

設計事例を対象に31ケースの断面諸元の比較を行った．

比較対象は，根入れ長，矢板およびタイ材の応力とし

た． 

 

・現行基準（永続状態）で設計される根入れ長は，砂質

土を対象とした場合，安全率1.4～2.1となり，一部粘性土

を多く含むケースを除き，安全率法（常時：1.5）で設計

された断面に比べ長くなることがわかった．粘性土につ

いても同様に，安全率1.2～1.4となり安全率法（常時：1.2）

以上の根入れ長であった．この結果，過去の設計断面で

根入れ長不足による破壊に至っていない実績を踏まえ，

目標とする安全性水準はH11基準による断面が保有して

いた水準（砂質土の安全率1.5，粘性土の安全率1.2）とす

ることを提案した．  

 

・永続状態で必要とされる矢板断面（矢板壁本体および

タイ材）については，現行基準はH11基準に比べてより

小さな断面で成立するものの，この断面諸元は，我が国

の港湾構造物の耐震設計の下限として決まる最小断面

（照査用震度0.05によって決まる断面）より小さな断面

であり，実際に設計・建設されることがない低い水準で

あった．一方，H11基準による最小の矢板断面は，照査

用震度0.1以上で決まる断面と同程度であった．このため，

H11基準から現行基準への移行にともない，実質的に矢

板断面の安全性水準の下限値が引き下げられたことに

なる．以上のことから，現行基準による設計事例を全国

から集め，照査用震度0.05から0.10程度で設計された断

面について，鋼材の降伏強度に対する永続状態における

実質的な安全率を指標として，その安全性水準の設定実

績を整理した．この結果，安全性水準の引き下げにより，

矢板壁応力については鋼材応力の実質的な安全率とし

て1.1～1.4程度の実績（H11基準:約1.7），タイ材の応力

については1.5-2.0程度の実績（H11基準:約2.5）があるこ

とがわかった．これらの検討結果や設計モデルの誤差，

実績数がまだ十分でないこと等を踏まえ，本研究では矢

板の永続状態における鋼材応力に関する目標安全性水



控え矢板式岸壁の永続状態における目標安全性水準に関する諸考察 

松原弘晃・竹信正寛・宮田正史 

 

- 28 -  

準として，当面、今回調査した設計実績の範囲における

実質的な安全率の上限値付近（矢板は1.4程度，タイ材は

2.0程度）とすることを提案した． 
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付録 Ａ ロウの補正を用いた設計法 

 

（1）設計法が確立された経緯 

平成元年に発刊された港湾の技術上の基準・同解説（以

下，元年基準）では，フリーアースサポート法や仮想ばり

法が基本となっていた．これは，砂質土地盤または比較的

固い粘性土地盤中に打設されたたわみやすい鋼矢板が対

象とされている． 

仮想ばり法が成立する条件は，Tschebotarioffの模型実験

から，良質の締まった砂質土地盤において，矢板が特定の

剛性と特定の根入れ長でフィクストアースサポート状態

にある時に限られ，その他の場合には仮想ばり法の仮定で

は誤差が大きくなることを明らかにしている． 

つまり，この仮定が成立しない条件下においては，実際

の曲げモーメントは仮想ばり法で求めた値より大きく上

回る可能性がある．さらに，仮想ばり法では，タイロッド

取付点と海底面を固定された条件を前提としているため，

矢板の剛性が大きい場合や地盤が軟弱な場合は前提条件

が崩れることになる． 

岸壁の大水深化にともない鋼管矢板が採用される等，仮

想ばりによる設計法の仮定が成立しない条件化での設計

に対応するため，髙橋，菊池ら2)は，矢板の横方向の変位及

び海底面からの深さに比例する地盤反力を用いて，矢板の

挙動を弾性床上の梁として解いたロウの方法によって，フ

ィクストアースサポート状態の矢板の挙動を解析した．こ

の解析結果から，ロウの提唱したフレキシビリティーナン

バーを改善し，仮想ばり法の計算値に対する比から諸特性

値を算出できる指標を提案している． 

 

（2）ロウの補正を用いた解析法 

1）タイロッド式矢板壁の解析法 

矢板の根入れ地盤面以下の区間の深さxの地点において，

矢板壁面に作用する地盤反力pと矢板の変位yとの間に式-

1が成立する弾性床上の梁の方程式を用いたものがロウの

方法である． 

4

4

),(
dx

yd
EIyxp               式-1 

 ここに， 

E  ：鋼材の弾性係数 

I    ：矢板の単位幅当たりの断面二次モーメント 

である． 

髙橋，菊池らは，砂地盤に根入れされた矢板の根入れ部

について，矢板に作用する土圧を表すのにTerzaghiに従っ

て，次式を用いている． 

yx
D

l
xKKpyxp

R

h

aDa ・・－・γ・)'(),( 00     式-2 

 ここに， 

pa0 ：海底面における主働土圧と残留水圧による荷重 

KaD ：主働土圧係数 

K0’ ：微小変位時の土圧係数（=0.5） 

lh ：変位に比例する成分の土圧係数（地盤反力係数） 

DR ：第一反力区間長 

γ ：土の有効単位体積重量 

である． 

 

付図Ａ-1 矢板壁の解析上の土圧分布2) 

 

DRは，式-2に示されるpが根入れ部の浅部で最初に正と

なる区間の長さである．付図A-2～付図A-4は，矢板の根入

れ長Dの変化に対する，最大曲げモーメントMmaxおよび第

一反力土圧作用区間長DRの変動状況の解析結果の一例で

ある．付図A-3は，根入れ長の変化による最大曲げモーメン

トMmaxの変動を表すのに，仮想ばり法による最大曲げモー

メントMtに対する比μ＝Mmax/Mtを用いている． 

根入れ長が短い時には，根入れ長の変化によって最大曲

げモーメントが大きく変化し，ある長さになると最大曲げ

モーメントは一定となる．これは，根入れが長くなると，

次第にフィクストアースサポート状態に近づいていき，最

終的には完全に達成されることを意味している． 

また，DRは次式のように分解し，収束根入れ長DFとその

時の第一反力区間比γfを試行錯誤によって求める方法を

とっている． 

 

DR＝DF・γf          式-3 
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ここで，収束根入れ長DFの説明をする．矢板はある程度

以上長くならないと矢板は安定した状態とならない．この

ため，フリーアースサポート状態を達成する根入れ長DPか

らフィクストアースサポート状態で収束したと考えられ

る最大曲げモーメントとなる．この時の根入れ長を収束根

入れ長DFという．また，γFはDRに対するDFの比である． 

このように，設計では，完全なフィクストアースサポー

ト状態を達成しているものと判断する収束根入れ長DFの

時を基準とした補正に関して設計法を確立している． 

 

 

付図Ａ-2 反力土圧曲線の根入れ長による変化2) 

 

 

付図Ａ-3 根入れ長と最大曲げモーメント比（常時）2) 

 

付図Ａ-4 根入れ長と第一反力区間の関係（常時）2) 
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付録 Ｂ たわみ曲線を用いた設計法 

 

（1）設計法 

軟弱地盤のような緩い粘性土地盤上における矢板の設

計は，深い根入れをもつ矢板を対象とするたわみ曲線法が

ある．この方法は，根入れ下端およびタイ材取付点の変位

がゼロ，また矢板下端部のたわみ角および曲げモーメント

がゼロという境界条件を満たすものである．外力条件は，

付図B-１に示すとおり，受働側については，受働土圧が荷

重として左右するものとし，主働側については，主働土圧

および残留水圧が荷重として左右するものである． 

 

 

付図B-1 土圧およびたわみ曲線 

 

（2）根入れ長 

矢板の根入れ長は，根入れ長を仮定し，タイ材と矢板の

下端で支持される単純ばりとみなしたうえで，根入れ下端

の変位およびたわみ角がゼロとなる深さを求める．根入れ

長は，ここで求まった海底面からの深さに対して1.2倍の深

さを根入れ長としている．なお，たわみ曲線法による矢板

の根入れ長が，フリーアースサポート法による根入れ長よ

り短い場合は，後者のフリーアースサポート法による根入

れ長とする． 

 

（3）タイ材に作用する反力および矢板に作用する最大曲

げモーメント 

矢板下端高が決まった段階で，単純ばりの計算を行い

矢板下端の反力とタイ材取付点の反力を算定する．ま

た，せん断力がゼロとなる時の曲げモーメントを最大曲

げモーメントとする． 

 

付録Ｃ 地盤ばねモデルを用いた設計法 

 

（1）設計法が確立された経緯 

近年の岸壁の大水深化に伴い，既存岸壁の増進を行う上

で控え工増設工法が提案されていた．しかし，この工法は

控え工増設前後の矢板の曲げモーメントや矢板に作用す

る土圧の変化など設計上の取り扱いが難しく，設計法の確

立まで至っていない状況であった．そこで，森川・菊池ら

1）は，控え工増設による矢板の負荷低減効果および矢板に

作用する土圧の変化を把握し，弾性床上の梁理論を考慮し

た控え工増設工法の設計のための数値解析手法を開発し

た． 

（2）数値解析法 

本設計法の概念図を付図C-1に示す．タイ材を増設する

ことで，海底面上の矢板壁に作用する外力と矢板壁根入れ

部に作用する土圧および地盤反力のモデルが提案されて

いる．また，付図C-2に示すモデルは，タイ材を増設したこ

とによって，海底面の土圧とタイ材増設点の反力の大小関

係で直立部の背面土圧形状を示している．付図C-3に示す

モデルは，海底面におけるタイ材増設による土圧増加を考

慮し，港研方式のS型地盤を想定した横抵抗係数を導入し

ている．また，付図C-4に示すパラメータに対して杭の横抵

抗の有限要素解析に関する解析モデルの座標を設定して

いる． 

以上の検討を行い，控え杭の位置計算，矢板壁，控え杭

およびタイ材の断面照査を実施する．また，矢板壁の曲げ

モーメントが収束するまで，その根入れ長を変化させて繰

り返し計算を行うことで，根入れ長を設定する． 

また，本設計法は，S型地盤に対する試計算は実施されて

いるが，C型地盤に対する検討が今後の課題とされている． 

 

 

付図C-1 二段控え式矢板壁の概念図 
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付図C-2 数値解析に導入した直立部の背面土圧モデル 

 

 

付図C-3 数値解析に導入した根入れ部の解析モデル 

 

 

付図C-4 基本式定式化の際の座標 
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付録 D 控え矢板式係船岸の安全率法を用いた設計手法

の変遷 

 

1.設計法の変遷 

前回の技術基準改訂（H19）では従来の安全率法，許容

応力度法による設計から部分係数を用いた信頼性設計へ

大きな変更が行われた．部分係数法は，荷重側，抵抗側両

方の要素となる材料特性や荷重，土圧等の各々のばらつき

に対して部分係数を考慮し，一定の破壊確率を満たすよう

設計を行う方法である．この部分係数法による信頼性設計

が用いられるようになって10年近くが経過したなかで設

計実務者より種々の課題が指摘されている．ここではこれ

らの指摘より控え矢板式係船岸に係る技術基準改訂の検

討状況を記述する． 

 

付表D-1 港湾技術基準の変遷 

 

 

港湾の技術基準は付表D-1のように昭和25年の「港湾工

事設計示方要覧」1）が設計手法をまとめた文献としては最

も古いものであると考えられ，約10年毎に改訂がされてい

る．控え矢板式係船岸については昭和25年の係船岸設計示

方書に始まり，昭和34年，昭和42年の改訂でほぼ確立され

た．その後，平成19年の技術基準改訂まで安全率法および

許容応力度法での設計が行われてきた． 

控え矢板式係船岸の設計における断面計算は，根入れ長，

矢板壁，控え工，腹起し，円弧すべりの5つが挙げられる．

本付録では矢板壁に関する根入れ長および矢板断面，タイ

材に係る安全率および許容応力度とその要素となる土圧，

動水圧，残留水位，タイ材取付点に関する技術基準の変遷

について記述する．  

 

 

 

 

付表 D-2 矢板壁の根入れ長に関する設計法の変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○内部摩擦角（φ）が 20°を閾値とし

て、照査式が異なる。 

○φ＞20°：矢板下端において、正土圧

と抵抗土圧によるモーメントの和がゼロ

となる深さ 

○φ＜20°：ローマイヤーの図解法によ

り矢板下端でひずみゼロとなる深さ 

昭和 34 年 ○フリーアースサポート法による、タイ

材取付点における主働モーメントと受働

モーメントのつりあう位置 

○上記、つりあい点から砂質土の場合は

1.2D'、粘性土の場合は 1.5D'（D'；フリ

ーアースサポート法で求めた限界根入れ

長） 

昭和 42 年 ○フリーアースサポート法 

○安全率法： 

・砂質土（常時 1.5、異常時 1.2） 

・粘性土（常時、異常時ともに 1.2） 

平成 11 年 ○高橋、菊池らによるロウの補正の方法 

平成 19 年 ○部分係数法 

以降～ ○地盤ばねモデルによる方法 

 

付表 D-3 矢板壁の応力する設計法の変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○タイ材取付点と海底面以下の固定点の

連続桁として、最大曲げモーメントから

許容応力度で除した値以上の断面（明確

な記載がないため、推定） 

昭和 34 年 ○許容応力度法： 

タイ材取付点と海底面を固定した仮想ば

り法により、最大曲げモーメントを受け

た時に許容応力度に近くなるように断面

を設定する。 

平成元年 － 

平成 11 年 ○高橋、菊池らによるロウの補正の方法 

平成 19 年 ○部分係数法 

以降～ ○地盤ばねモデルによる方法 

 

付表 D-4 タイ材の応力する設計法の変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○タイ材取付点と海底面以下の固定点の

連続桁として、最大曲げモーメントから

許容応力度で除した値以上の断面（明確

な記載がないため、推定） 

昭和 34 年 ○許容応力度法： 

タイ材取付点と海底面を固定した仮想ば

り法により、最大曲げモーメントを受け

た時に許容応力度に近くなるように断面

を設定する。 

平成 11 年 ○高橋、菊池らによるロウの補正の方法 

平成 19 年 ○部分係数法 

以降～ ○地盤ばねモデルによる方法 

 

昭和25年 港湾工事設計示方要覧

34年 港湾工事設計要覧

42年 港湾構造物設計基準

54年 港湾の施設の技術上の基準・同解説

平成元年 港湾の施設の技術上の基準・同解説（改訂版）

11年 港湾の施設の技術上の基準・同解説（改訂版）

19年 港湾の施設の技術上の基準・同解説（改訂版）
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付表 D-5 土圧算定に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○土圧算定における土層区分： 

H.W.L.以上、H.W.L.～R.W.L.、R.W.L.以

下の 3 層に区分 

○土圧算定式： 

クーロンの土圧式 

○土圧の名称：正土圧、抵抗土圧 

○地震時の土圧：水平震度を用い、土圧

算定式による 

昭和 34 年 ○土圧算定における土層区分： 

計画天端高～R.W.L.、R.W.L.以下の 2 層

に区分 

○土圧算定式： 

砂質土：クーロンの土圧式粘性土：ラン

キン土圧式 

○地震時の土圧： 

見掛けの震度を用い、土圧算定式による 

昭和 42 年 ○海底面以浅、以深で粘性土土圧強度

（地震時）の取り扱いを追加 

○砂質土、粘性土の互層となる場合の土

圧強度の取り方を追加 

昭和 54 年 ○見掛けの震度は、荒井・横井の提案

式、二建の提案式 

平成 11 年 ○二建の提案式は削除 

以降～ － 

 

付表 D-6 残留水位に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○排水が普通の場合：1/2～1/4 

○排水が良好な構造物：1/4～1/5○排水

が不良な構造物：3/4～1/2 

※潮差の割合を示す 

昭和 34 年 ○通常：前面潮位差 1/3～2/3  

以降～ － 

 

付表 D-7 裏込石に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○普通土砂：20～35° 

○粘土：15～35° 

○裏込粗石：25～40°※壁面摩擦角：0° 

昭和 34 年 ○裏埋砂：30° 

○裏込石：40° 

※壁面摩擦角：±15～20° 

以降～ － 

 

付表 D-8 砂質土のせん断強度（φ）に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○土質調査結果による推定式は紹介され

て無い（例えば N 値からの推定式） 

昭和 42 年 ○ダナムの式により N 値から推定 

昭和 54 年 ○ダナムの式に加えペック、マイヤホフ

の区分表が追加 

平成 11 年 ○有効土被圧とＮ値を用いた算定式 

以降～ － 

付表 D-9 粘性土のせん断強度（ｃ）に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○土質調査結果による推定式は紹介され

て無い（例えば N 値からの推定式） 

昭和 42 年 ○一軸圧縮強さを用いた推定 

○圧密による強度増加 

○中間土の推定 

以降～ － 

 

付表 D-10 単位体積重量（γt）に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○普通土砂：1.6t/m3 

○粘土：1.6 t/m3 

○裏込粗石：t/m3 

（水中質量 1.0t/m3、飽和質量 2.0t/m3） 

昭和 34 年 ○砂質土、裏込石： 

残留水位以上 1.8t/m3 

残留水位以下 1.0t/m3 

○粘土： 

L.W.L.以上 1.7t/m3 

L.W.L.以下 0.7t/m3 

平成 11 年 ○砂質土、裏込石： 

残留水位以上 18kN/m3 

残留水位以下 10kN/m3 

○粘土： 

L.W.L.以上 17kN/m3 

L.W.L.以下  7kN/m3 

以降～ － 

 

付表 D-11 上載荷重（q）に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○上載荷重の明確な記載は無し 

○地震時：常時の 1/2 とする 

昭和 34 年 ○積載荷重：安定計算では平均的な 0.5～

1.5t/m2、部材計算では 1.0～3.0t/m2 

○群衆荷重：0.5t/m2 

○地震時：常時の 1/2 とする 

昭和 42 年 ○積載荷重：倉庫の積載荷重、バラ荷を

詳細に記載 

以降～ － 

 

付表 D-12 地震時の水平震度（kh）に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 25 年 ○構造物の重要性、地理的状況を考慮し

た上で設定：0.05～0.3 

※補足：横浜港水深 10m 岸壁では 0.25、

下関港九栄岸壁では 0.20 

昭和 34 年 ○構造物の種類、重要性、地盤の良否を

考慮した上で設定：0.00～0.25 

昭和 42 年 ○地域別震度、地盤種別係数、重要度係

数の掛け合わせ 

昭和 54 年 ○重要度係数の区別が明確化（特定、A～

C 級） 

平成 19 年 ○照査用震度の導入 

以降～ － 
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付表 D-13 液状化の判定に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 42 年 ○判定方法：粒度による判定、N 値と地震

の基盤最大加速度（基盤：推定） 

平成 11 年 ○判定方法：粒度による判定、SHAKE によ

る等価 N 値と加速度 

以降～ － 

 

付表 D-14 動水圧に関する変遷 

年代 主な設計法の変遷 

昭和 42 年 ○動水圧：ウェスターガードによる式 

以降～ － 

 

 

2.根入れ長の安全率の検証 

1968年（昭和43年）に発行された「港湾構造物設計基準

にあたっての諸問題について（その2）港研資料No.59」で

は，それ以前の根入れ長に関する設計法に関する検証が行

われている．前述したとおり，昭和25年，昭和34年の設計

基準では，フリーアースサポート法で算定した根入れDに

対して，砂質土と粘性土の地盤条件の区分を行い，Dに比

率1.2～1.5倍を乗じて設定していた．先の資料では，この根

入れ長に関して，安全率に換算した場合を常用法であるフ

リーアースサポート法と石黒法とで比較し取りまとめて

いる． 

 

 

 

 

 

地震時 

常時 

地震時 

割増 1.5倍 

安全率 1.3～1.5 

割増 1.2倍 

安全率 1.17～1.3 

割増 1.2倍 

安全率 1.17～1.3 

砂質土：壁高 3.5m 

粘性土：壁高 3.5m 

安全率 1.2 

割増 1.5倍 

安全率 1.2 

安全率 1.2 

割増 1.6倍 

割増 1.35倍 

昭和34年の設計では、タイロッド取付点に対して、

主働土圧と受働土圧のモーメントのつり合い位置を

算定し、それを限界根入れ長とし、割り増しするもの

である。（砂質土：2割、粘性土5割） 

【結論】 

砂質土地盤： 

（常時）限界根入れ長1.5倍 ⇒安全率1.7～1.8 

（地震時）限界根入れ長1.2倍 ⇒安全率1.17～1.3 

粘性土地盤： 

（常時）限界根入れ長1.5倍 ⇒安全率1.2 

（地震時）限界根入れ長1.35～1.6倍 ⇒安全率1.2 
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付録 E 本資料の検討に用いた設計パラメータの設定根拠 

 

1.各種設計パラメータ 

①潮位（古戸井ら19771），村上ら19922）） 

古土井ら1)は、全国の岸壁における潮位計測結果を取り

まとめている．潮位計測位置は，付図E-1に示すとおり北

海道（紋別港）から九州（鹿児島港）までの全26調査施設

を対象としている．これらの施設の構造形式は，ケーソン

式，L型ブロック式，横桟橋式，鋼矢板式などである．こ

の調査では，岸壁の計画水深，H.W.L.，L.W.L.，R.W.L.が

計測されている．これによると，潮位差は内湾域で最大

4.5m，日本海側で最小0.4m，太平洋側で1.7m程度となって

いる． 

 

付図E-1  調査港湾分布図1) 

 

また，村上ら2)は、我が国沿岸の潮位，気圧，および海

水の表層水温のデータを収集し，周辺海域の平均海面の長

期的な変動傾向を求めた．付図E-2は，日本沿岸の大潮升

を示したものであるが，収集データを分析したものと，デ

ータのない地点については，日本沿岸潮汐調和定数表（海

上保安庁，1983）による値を示している． 

これによると，潮汐の大きいところは瀬戸内海，有明海

等の内湾域であり，有明海の潮位差は我が国で最も大きい

とされ4.34mである．また，日本海側の潮位差は非常に小

さく，例えば新潟では0.27mである．太平洋側の各地の潮

位差は概して大きく，高知で1.77mとなっており，古戸井

ら（1977）と同様に地域ごとに潮位差が異なることが示さ

れている．以上を参考に潮位差の最大，最小とその中間と

して，0.3m，1.8m，4.5mを設定した． 

 

付図E-2 我国沿岸の大塩升 

 

付表E-1 潮位差別のHWL，LWL 

潮位差 H.W.L. L.W.L. 

潮位差（大） +4.5ｍ ±0.0ｍ 

潮位差（中） +1.8ｍ ±0.0ｍ 

潮位差（小） +0.3ｍ ±0.0ｍ 

 

②残留水位（古戸井ら1977） 

古土井ら1)は、鋼矢板式の岸壁について残留水位を測定

している．測定期間は3ヶ月間とし，測定期間中，毎月朔

望の日から（朔望の月を含む）5日間の連続観測である．

矢板式係船岸は，作用側の外力は主に土圧であるため，残

留水位は土圧の作用位置付近である岸壁法線5～6ｍの位

置で観測されている．観測結果は，L.W.L.に潮位差（H.W.L.

－L.W.L.）の2/3を加えた潮位の妥当性が示されている．こ

れは，「港湾の施設の技術上の基準・同解説  平成19年（以

下，現行基準と呼ぶ）」における残留水位の計算手法と同

等である．掘込型港湾の場合は，背後の地下水位が高い場

合などがあるため透水性を考慮した指標を使うことを提

案しているが，ここでの現場条件は正確に把握ができてい

ない． 
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このため，本検討においては，埋立型港湾と堀込型港湾

に対しては残留水位の設定に関しては区別しないものと

し，一般的な残留水位を設定する． 

 

）－（）＝（ L.W.L.H.W.L. 2/3L.W.L.R.W.L. 残留水位  

 

③計画水深（岩崎ら19943)） 

岩崎ら3)は、平成4年度までに設計された係留施設1590

例の設計条件などをデータ整理・分析することで，矢板式

係船岸が採用されることが多い設計条件を明らかにした． 

付図E-3は，計画水深別の係留施設の構造様式を整理し

たデータである．これによると，計画水深が-4.5ｍ以浅で

は，重力式が約60%を占め，矢板式は20％程度である．計

画水深が大きくなるにつれて矢板式の占有率が大きくな

り，-10ｍ以深では約40％を超え，重力式を上回る結果で

ある． 

 

 

付図E-3 係留施設の構造様式（計画水深別） 

 

さらに，日本では一般に，岸壁として最小水深となる水

深を-4.5mとし，それ以下の水深の施設を物揚場として区

別しているため，岸壁は-4.5m岸壁が最小と考えることが

できる．京浜・阪神港湾において見られるように，現状日

本における供用中の岸壁の最大水深は-16.0mである（横浜

港の一部で-18.0m以上が暫定供用中）．現在供用中の岸壁

の最小水深4.5mと最大水深16.0m，その間に高頻度で出現

する水深7.5mと水深10.0mの現実に存在する4水深を検討

対象水深とする． 

 

ｍｍ，ｍ，ｍ，計画水深： 16.0-10.0-7.5-4.5-  

 

④天端高（基準・同解説0)） 

岸壁の天端高は，現行基準ｐ.946より，標準的な天端高

を設定する．対象船舶が特定できない場合にあたっては，

慣例的に付表E-2の値が一般的に多く用いられている． 

なお，表中の値は，朔望平均満潮面を基準としている． 

以上を参考に，潮位差0.3mのとき天端高L.W.L.+2.0m，

潮位差1.8mのとき天端高L.W.L.+4.0m，潮位差4.5mのとき

天端高L.W.L.+6.0mと設定した． 

 

付表 E-2 係船岸余裕高 

 

 

 

 

 

⑤単位体積重量（現行基準） 

（ⅰ）裏込材（裏込石，裏埋土） 

裏込材は，一般的な港湾施設では裏込石と裏埋土が使用

されることが多い．ここでは，現行基準ｐ.458より，付表

E-3に示す裏込材の特性値を準用し，裏込石は割石（一般

のもの），また裏埋土は次項に示す砂質土の特性値とする． 

  

 

 

 

 

付表 E-3 裏込材の特性値 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）砂質土（現行基準） 

砂質土および粘性土は，現行基準p.299より付表E-4に示

す代表的なの単位体積重量を設定する．砂質土は湿潤単位

体積重量(γt)が16~20kN/m3であるため中央値の18kN/m3と

する．また，水中単位体積重量(γ’)は，飽和単位体積重量

γsatを20kN/m3として，γsatから浮力分（10 kN/m3）を減じ

た10 kN/m3とする． 

 

付表E-4 代表的な土の単位体積重量と含水比 

 

 

 

 

 

 

 

飽和単位体積重量： γsat = 20.0 kN/m3 

湿潤単位体積重量：  γt   = 18.0 kN/m3 

水中単位体積重量： γ’ = 10.0 kN/m3  

 

飽和単位体積重量： γsat = 20.0 kN/m3 

湿潤単位体積重量：  γt   = 18.0 kN/m3 

水中単位体積重量： γ’ = 10.0 kN/m3  
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主働土圧に関する壁面摩擦角：δa = + 15° 

受働土圧に関する壁面摩擦角：δp =  -15° 

 

（ⅲ）粘性土（現行基準） 

粘性土の湿潤単位体積重量 (γ t)は，沖積粘土が

12~16kN/m3，洪積粘土が16~20kN/m3であるため，本検討

では沖積粘土と洪積粘土の区別を行わず，両者の上限・下

限値である16 kN/m3とする．また，水中単位体積重量(γ’)

は，飽和単位体積重量γsatを16kN/m3として，γsatから浮力

分（10 kN/m3）を減じた6 kN/m3とする． 

 

 

 

 

⑥上載荷重（現行基準，遠藤ら19774）） 

現行基準p.416には，一般雑貨ふ頭の場合，エプロン上の

積載荷重の特性値として10～30kN/m2程度の値をとる例が

多いと記載されている．なお，コンテナや鋼材などの重量

の大きな貨物を取り扱うエプロンについては，利用形態を

調査して積載荷重の大きさを決定することが望ましいと

されている． 

遠藤ら4)（1977）によると，貨物の種類，荷役形態など

によって，エプロン上における雑賀の状況はかなり異なる

と報告されている．しかし，雑貨などの貨物を取り扱う係

船岸の場合，20kN/m2～30kN/m2の雑貨がある場合は少な

く，しかも，エプロン全体に貨物が積載されることもまず

考えられないことから，設計における上載荷重は上記より

も低くなると考えられるということが報告されている． 

以上を参考に，本検討では安全側の設計に配慮し，上載

荷重は30kN/m2と設定する．なお，地震時については，基

準・同解説にある部分係数0.5を考慮し，常時の1/2とする． 

 

）：（： 15kN/m230kN/m2地震時上載荷重  

 

⑦砂質土の内部摩擦角φ（土質調査法5)） 

土質調査法5) p.205では，付表E-5に示す「N値と砂の相

対密度Drと内部摩擦角φとの関係」が示されている．この

表にある内部摩擦角φは，Peckの式とMeyerhofの式からN

値を用いて算定されている．また，付図E-4は，砂のN値と

相対密度，内部摩擦角との関係をグラフ化したものであり，

Terzaghi，Peck，Meyerhof，Dunham，大崎らによる近似式

との関係である． 

本検討では，一般的な原地盤を想定し，軟弱地盤および

基盤層と推定される相対密度が「非常に緩い」と「非常に

密な」範囲は除外し，「緩い」，「中位」，「密な」の3

種類を選択する．この場合，Peckの式とMeyerhofの式で算

定された内部摩擦角の上限・下限値の境界値を採用し，付

表E-6のとおり設定する． 

付表E-5 砂の相対密度，内部摩擦角とN値の関係5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図E-4 砂の内部摩擦角φとN値の関係5) 

（Terzaghi，Peck，Meyerhof，Dunham，大磯） 

 

付表E-6 砂質土の内部摩擦角φ 

N値 相対密度Dr 内部摩擦角φ 

4~10 緩い（0.2~0.4） 30° 

10~30 中位（0.4~0.6） 35° 

30~50 密な（0.6~0.8） 40° 

 

⑧壁面摩擦角（現行基準，菊池ら6)） 

現行基準 p.373では，内部摩擦角は，通常，±15～20°

の値を用いることができ，裏込材のせん断抵抗角の1/2程度

を目安とすると記載されている． 

また，菊池ら6)（1998）は壁面摩擦に関する実験を行い，

主働状態における壁面摩擦係数の実験結果を得ている（付

図E-5）．深度30cm以深に着目すると，一部異常値も見ら

れるが，壁面摩擦係数tanθはおおよそ0.30（δ=16.7°）

近傍に分布している．深度が浅いところでは，計測値が小

さいこともあり，測定データの変動を受けやすい状況にあ

り，十分な議論ができる程の精度となっていないと考えら

れている． 

以上を参考に，ここでは，主働土圧に関する壁面摩擦角

をδ=15°，受働土圧に関する壁面摩擦角をδ=-15°と設

定する． 

 

 

 

飽和単位体積重量： γsat = 16.0 kN/m3 

湿潤単位体積重量：  γt   = 16.0 kN/m3 

水中単位体積重量： γ’ =   6.0 kN/m3  
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付図E-5 壁間隔による主働状態の壁面摩擦係数の違い6) 

 

⑨鋼（管）矢板の降伏応力度σy 

現行基準p.431では，港湾の施設に使用する鋼材は，施設

の要求性能を達成するために必要な品質を有するもので

なければならない，またこの条件を満足する一例として，

日本工業規格（JIS）に適合する鋼材が挙げられると記載さ

れている． 

本検討では，現行基準ｐ.432の一覧表から，鋼矢板およ

び鋼管矢板に対してJIS規格にある材料を採用する．また，

各鋼材に対する降伏応力度の特性値は，JISハンドブック7)

より付表E-7に示すとおりとする．なお，本検討では降伏

応力度が大きい規格を採用し，断面係数が小さく経済性と

なる断面とした．  

 

付表E-7 鋼（管）矢板の降伏応力度の特性値（JIS） 

JIS規格 名称 記号 
曲げ圧縮 

降伏応力度 

JIS A 5528 熱間圧延鋼矢板 SY390 390N/mm2 

JIS A 5530 鋼管矢板 SKY490 315N/mm2 

注）SY295，SKY400は対象外 

⑩タイ材の降伏応力度σy 

（ⅰ）タイロッド 

現行基準p.1010では，タイロッド材料の特性が取りまと

められている．鋼材の種類は，SS材（一般構造用圧延鋼材）

と高張力鋼の2種類で，破断強度に応じて数種類に区分さ

れている．本検討では，付表E-8に示すとおりSS材（最小

の降伏応力度）と高張力鋼（最大の降伏応力度）を採用す

る． 

付表E-8 タイロッド材料の特性値 

種類 降伏応力度 伸び（%） 

SS400 

（径40mm以下） 

235N/mm2 

（径40mmを超えるもの） 

215N/mm2 

24以上 

高張力鋼740 540 N/mm2以上 18以上 

注）SS490，高張力鋼490~690は本検討では対象外 

⑪鋼材の腐食量 

現行基準p.438では，鋼材の腐食速度の標準値8)が記載さ

れている．鋼（管）矢板に発生する最大応力は，タイロッ

ド取付点から海底面にあるため，海側の腐食環境は

L.W.L.-1ｍ~海底部までの腐食速度を0.15mm/年，陸側の腐

食環境は土中（残留水位以下）の0.02mm/年とする． 

ただし，海側は電気防食を行い，現行基準p.439の電気防

食率の一覧表から海水浸せき率を100％（平均干潮面以下）

の防食率として90％（腐食量は10％）を設定する． 

 設計供用期間（耐用年数）は，現行基準p.78のISO2394

から，港湾施設は公共構造物であるため50年と設定される．

これにより，50年後の腐食量は，以下のように算出できる． 

【海側腐食量（L.W.L.-1.0ｍ~海底面）】 

0.15mm/年×50年×0.1＝0.75mm 

【陸側腐食量（土中（残留水位以下））】 

0.02mm/年×50年＝1.0mm 

【合計】 

 0.75mm+1.0mm＝1.75mm 

以上より，表裏合わせて1.75mmの腐食量を見込むもの

とする． 

 

⑫タイ材の腐食量 

現行基準p.438では，鋼材の腐食速度の標準値8)が記載さ

れている．タイ材は残留水位程度の土中部に設置されるた

め，陸側の腐食環境は安全側の設計に配慮し，土中（残留

水位以下）の0.02mm/年とする． 

設計供用期間（耐用年数）は，現行基準p.78のISO2394

から，港湾施設は公共構造物であるため50年と設定される．

これにより，50年後の腐食量は，以下のように算出できる． 

 

【腐食量（土中（残留水位以下））】 

0.02mm/年×50年＝1.0mm 

【合計】 

 1.0mm×2＝2.0mm 

以上より，タイ材の径全体として2.0mmの腐食量を見込

むものとする． 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 34.0 - 18.0 3.4

② 砂質土 33.0 - 18.0 5.5

③ 粘性土 - 43.0 15.1 2.7

④ 砂質土 39.0 - 18.0 3.7

⑤ 砂質土 45.0 - 18.0 50.0

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SY295　SP-Ⅱw

：タイロープ（TR-83)

：2.4ｍ

・タイ材取付点 ：+0.70ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+2.30ｍ(GL) 

GL+0.50ｍ(HWL) 

GL-1.10ｍ 

GL-6.60ｍ 

GL-6.10ｍ 

GL-9.30ｍ 

GL-13.00ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 
① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

② 

-9.17ｍ 

付録 F 全国の設計事例における検討モデル図 

ケース 13 

北海道岩内港本港地区岸壁（-5.5ｍ）（改良）本体A部 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 34.0 - 18.0 3.4

② 砂質土 33.0 - 18.0 5.5

③ 粘性土 - 43.0 15.1 2.7

④ 砂質土 39.0 - 18.0 3.7

⑤ 砂質土 45.0 - 18.0 50.0

：10.0kN/m2（地震時は5.0ｋN/m2)

：SY295　SP-Ⅱｗ

：タイロープ（TR-62)

：2.4ｍ

・タイ材取付点 ：+0.7ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+2.30ｍ(GL) 

GL+0.50ｍ(HWL) 

GL-1.10ｍ 

GL-6.60ｍ 

GL-6.10ｍ 

GL-9.30ｍ 

GL-13.00ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 
① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

② 

-8.40ｍ 

ケース 14 

北海道岩内港本港地区岸壁（-5.5ｍ）（改良）取付B部 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 32.0 - 18.7 2.3

② 砂質土 32.0 - 18.7 0.1

③ 砂質土 30.0 - 19.1 4.2

④ 粘性土 - 32.0 16.9 3.6

⑤ 砂質土 29.0 - 19.8 3.3

⑥ 砂質土 30.0 - 18.0 2.2

：10.0kN/m2（地震時は5.0ｋN/m2)

：SY295　Ⅱｗ

：タイロッド　SS400　φ50

：2.4ｍ

・タイ材取付点 ：+1.1ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+2.80ｍ(GL) 

GL+1.60ｍ(HWL) 

GL-3.80ｍ 
 

GL-3.50ｍ 

GL-10.70ｍ 

GL-12.90ｍ 

GL+0.09ｍ(LWL) 

① 

② 

⑤ 

GL+0.50ｍ 

③ 

GL-7.40ｍ 
④ 

⑥ 

③ 

GL+0.40ｍ 

-7.99ｍ 

ケース 15 

北九州港改修（統合）松ヶ島物揚場（-3.0ｍ） 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 34.0 - 18.0 3.4

② 砂質土 33.0 - 18.0 5.5

③ 粘性土 - 43.0 15.1 2.7

④ 砂質土 39.0 - 18.0 3.7

⑤ 砂質土 45.0 - 18.0 50.0

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SY295　SP-Ⅲｗ

：タイロープ（TR-104)

：2.4ｍ

・タイ材取付点 ：+0.70ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+2.30ｍ(GL) 

GL+0.50ｍ(HWL) 

GL-1.10ｍ 

GL-6.60ｍ 

GL-8.10ｍ 

GL-9.30ｍ 

GL-13.00ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 
① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

③ 

-11.64ｍ 

ケース 16 

北海道岩内港本港地区岸壁（-5.5ｍ）（改良）本体B-1部 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 34.0 - 18.0 3.4

② 砂質土 33.0 - 18.0 5.5

③ 粘性土 - 43.0 15.1 2.7

④ 砂質土 39.0 - 18.0 3.7

⑤ 砂質土 45.0 - 18.0 50.0

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SY295　SP-Ⅲｗ

：タイロープ（TR-104)

：2.4ｍ

・タイ材取付点 ：+1.5ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+2.30ｍ(GL) 

GL+0.50ｍ(HWL) 

GL-1.10ｍ 

GL-6.60ｍ 

GL-8.10ｍ 

GL-9.30ｍ 

GL-13.00ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 
① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

③ 

-11.76ｍ 

ケース 17 

北海道岩内港本港地区岸壁（-5.5ｍ）（改良）本体B-2部 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 34.0 - 18.0 3.4

② 砂質土 33.0 - 18.0 5.5

③ 粘性土 - 43.0 15.1 2.7

④ 砂質土 39.0 - 18.0 3.7

⑤ 砂質土 45.0 - 18.0 50.0

：10.0kN/m2（地震時は5.0ｋN/m2)

：SY295　SP-Ⅱｗ

：タイロープ（TR-52)

：2.4ｍ

・タイ材取付点 ：+0.7ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+2.30ｍ(GL) 

GL+0.50ｍ(HWL) 

GL-1.10ｍ 

GL-6.60ｍ 

GL-3.60ｍ 

GL-9.30ｍ 

GL-13.00ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 
① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

-6.26ｍ 

ケース 18 

北海道岩内港本港地区岸壁（-5.5ｍ）（改良）取付A部 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 30.0 - 18.0 0.9

② 裏込石 40.0 - 18.0 3.1

③ 粘性土 - 45.0 17.4 4.7

④ 粘性土 - 21.0 16.4 2.4

⑤ 砂質土 30.0 - 15.5 3.4

⑥ 砂質土 30.0 - 15.0 2.5

⑦ 砂質土 30.0 - 15.3 3.0

⑧ 砂質土 30.0 - 15.4 5.8

⑨ 粘性土 - 116.0 15.8 1.2

⑩ 砂質土 30.0 - 15.2 4.7

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1000-t13（P-P継手）

：グランドアンカー　F170TA

：1.25ｍ

・タイ材取付点 ：+1.2ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+3.00ｍ(GL) 

GL+1.80ｍ(HWL) 

GL-1.00ｍ 

GL-11.50ｍ 
GL-10.7ｍ 

GL-17.00ｍ 

GL-24.00ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 

① 

② 

⑦ 

⑧ 

⑩ 

GL+2.10ｍ(GL) 

GL-5.70ｍ ③ 

GL-8.10ｍ ④ 

⑤ 

GL-14.00ｍ 

GL-22.80ｍ 

⑥ 

⑨ -24.00ｍ 

ケース 19 

北海道室蘭港築地地区岸壁（西-9.0ｍ）（改良）標準A部 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 30.0 - 18.0 0.9

② 砂質土 35.0 - 18.0 4.1

③ 粘性土 - 45.0 17.4 5.9

④ 粘性土 - 21.0 16.4 1.4

⑤ 砂質土 30.0 - 15.5 2.6

⑥ 砂質土 30.0 - 15.0 2.1

⑦ 砂質土 30.0 - 15.3 4.5

⑧ 砂質土 30.0 - 15.4 3.5

⑨ 砂質土 30.0 - 15.2 8.4

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1100-t13（P-P継手）

：グランドアンカー　F230TA

：1.35ｍ

・タイ材取付点 ：+1.2ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+3.00ｍ(GL) 

GL+1.80ｍ(HWL) 

GL-2.00ｍ 

GL-11.90ｍ 
GL-11.4ｍ 

GL-18.50ｍ 

GL-30.40ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 

① 

② 

⑦ 

⑧ 

GL+2.10ｍ(GL) 

GL-7.90ｍ ③ 

GL-9.30ｍ ④ 

⑤ 

GL-14.00ｍ 

GL-22.00ｍ 

⑥ 

⑨ -29.61ｍ 

ケース 20 

北海道室蘭港築地地区岸壁（西-9.0ｍ）（改良）標準B部 

・土質条件 
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GL+3.40ｍ(GL) 

GL+1.70ｍ(HWL) 

GL-15.70ｍ 

GL-10.20ｍ 

GL-18.80ｍ 

GL-20.00ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

GL±0.00ｍ 

GL-11.10ｍ 

⑦ 
GL-12.60ｍ 

⑧ 

-20.94ｍ 

土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 32.0 - 18.0 3.4

② 砂質土 34.0 - 18.0 15.7

③ 砂質土 32.0 - 16.1 3.1

④ 粘性土 - 68.8 16.1 1.2

⑤ 砂質土 31.0 - 16.1 9.5

⑥ 基礎捨石 40.0 - 18.0 0.9

⑦ 砂質土 30.0 - 18.0 1.5

⑧ 砂質土 34.0 - 18.0 3.1

：30.0kN/m2（地震時は15.0ｋN/m2)

：SKY490　φ900-t11（P-P継手）

：タイロッド　HT690　φ75

：2.3ｍ

・タイ材取付点 ：+1.0ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

ケース 21 

北海道苫小牧港西港区勇払地区岸壁（勇払-10.0ｍ）（改良）

A部 

・土質条件 
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GL+3.40ｍ(GL) 

GL+1.70ｍ(HWL) 

GL-15.70ｍ 

GL-10.20ｍ 

GL-18.80ｍ 

GL-22.60ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 

① 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

GL-1.60ｍ 

GL-11.10ｍ 

⑨ 
GL-12.00ｍ 

⑩ 

GL-5.80ｍ 

GL-8.60ｍ 

② 

③ 

-26.19ｍ 

土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 34.0 - 18.0 5.0

② 砂質土 34.0 - 18.0 4.2

③ 粘性土 - 31.3 16.3 2.8

④ 砂質土 33.0 - 18.0 7.1

⑤ 砂質土 31.0 - 15.7 3.1

⑥ 粘性土 - 43.8 5.7 3.8

⑦ 砂質土 30.0 - 15.7 6.9

⑧ 基礎捨石 40.0 - 18.0 0.9

⑨ 砂質土 30.0 - 18.0 0.9

⑩ 砂質土 33.0 - 18.0 3.7

：30.0kN/m2（地震時は15.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1100-t13（P-P継手）

：タイロッド　HT690　φ85

：2.7ｍ

・タイ材取付点 ：+1.0ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

ケース 22 

北海道苫小牧港西港区勇払地区岸壁（勇払-10.0ｍ）（改良）

B部 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 32.0 - 18.0 6.3

② 砂質土 34.0 - 18.0 13.1

③ 砂質土 31.0 - 15.4 4.3

④ 粘性土 - 31.3 15.4 2.3

⑤ 砂質土 29.0 - 15.4 6.9

⑥ 砂質土 33.0 - 18.4 1.6

⑦ 砂質土 31.0 - 18.0 1.1

⑧ 砂質土 29.0 - 13.1 2.6

⑨ 砂質土 37.0 - 18.0 15.2

：30.0kN/m2（地震時は15.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1300-t15（P-P継手）

：タイロッド　HT690　φ75

：1.55ｍ

・タイ材取付点 ：+1.0ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+3.40ｍ(GL) 

GL+1.70ｍ(HWL) 

GL-22.60ｍ 

GL-13.60ｍ 

GL-29.50ｍ 

GL-31.10ｍ 

GL±0.00ｍ(LWL) 

① 

② 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

GL-2.90ｍ 

GL-16.00ｍ 

③ 
GL-20.30ｍ 

④ 

GL-32.20ｍ 

GL-34.80ｍ 

⑨ 

⑧ 

-36.21ｍ 

ケース 23 

北海道苫小牧港西港区勇払地区岸壁（勇払-10.0ｍ）（改良）

C部 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 裏込石 40.0 - 18.0 10.9

② 砂質土 28.0 - 18.0 0.7

③ 砂質土 32.0 - 18.0 4.7

④ 粘性土 - -45.5+9.1z 18.0 15.4

⑤ 基礎捨石 40.0 - 18.0 1.1

⑥ 砂質土 36.3 - 18.0 4.7

：10.0kN/m2（地震時は5.0ｋN/m2)

：SYW295　Ⅲｗ

：タイロッド　HT690　φ48

：2.4ｍ

・タイ材取付点 ：+1.8ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+3.50ｍ(GL) 

GL+2.30ｍ(HWL) 

GL-8.10ｍ 

GL-7.00ｍ 

GL-12.8ｍ 
0ｍ 

GL+0.21ｍ(LWL) 

① 

② 

③ 

④ 

GL-7.40ｍ 

⑤ 

⑥ 

-11.42ｍ 

ケース 24 

宮崎県細嶋港11号岸壁A工区 

・土質条件 
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GL+3.50ｍ(GL) 

GL+2.30ｍ(HWL) 

GL-7.30ｍ 
GL-7.00ｍ 

GL-14.5ｍ 
0ｍ 

GL+0.21ｍ(LWL) 

① 

② 

③ 

④ 

GL-6.60ｍ 

⑤ 
⑥ 

-11.44ｍ 

土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 裏込石 40.0 - 18.0 10.1

② 砂質土 28.0 - 18.0 0.7

③ 砂質土 32.0 - 18.0 7.2

④ 粘性土 - -45.5+9.1z 18.0 12.2

⑤ 砂質土 33.1 - 18.0 0.3

⑥ 砂質土 36.3 - 18.0 7.2

：10.0kN/m2（地震時は5.0ｋN/m2)

：SYW295　Ⅲｗ

：タイロッド　HT690　φ48

：2.4ｍ

・タイ材取付点 ：+1.8ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

ケース 25 

宮崎県細嶋港11号岸壁B工区 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 30.0 - 18.0 1.8

② 裏込石 40.0 - 18.0 13.4

③ 基礎捨石 40.0 - 18.0 1.5

④ 砂質土 35.0 - 18.0 0.28

⑤ 砂質土 36.0 - 18.0 0.8

⑥ 粘性土 - -133.6+8.61z 15.6 2.92

⑦ 粘性土 - 89.2 15.6 1.8

⑧ 砂質土 36.0 - 18.0 0.48

⑨ 砂質土 38.0 - 18.0 2.0

⑩ 砂質土 39.0 - 20.0 5.22

⑪ 基礎捨石 40.0 - 18.0 0.4

⑫ 砂質土 35.0 - 18.0 3.32

⑬ 砂質土 39.0 - 20.0 7.21

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1000-ｔ11

：タイロッド　HT690　φ75

：2.496ｍ

・タイ材取付点 ：+4.0ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+5.20ｍ(GL) 

GL+3.90ｍ(HWL) 

GL-11.78ｍ 

GL-9.60ｍ 

GL-15.50ｍ 

GL-17.30ｍ 

GL+0.08ｍ(LWL) 

① 

② 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

GL+3.40ｍ 

GL-10.00ｍ 
③ GL-11.50ｍ 
④ 

GL-17.78ｍ 

GL-19.78ｍ 

⑨ 

⑧ 

GL-10.00ｍ 

GL-12.58ｍ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

⑬ 

GL-13.32ｍ 

GL-17.79ｍ 

⑦ 

⑥ 

-19.42ｍ 

ケース 26 

北九州港（田野浦地区）岸壁（-9ｍ）（改良）A区間 

・土質条件 
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GL+5.10ｍ(GL) 

GL+3.90ｍ(HWL) 

GL-11.78ｍ 

GL-10.60ｍ 

GL-15.50ｍ 

GL-16.68ｍ 

GL+0.08ｍ(LWL) 

① 

② 

④ 

⑤ 

⑥ 

GL+3.40ｍ 

GL-10.12ｍ 

③ 

GL-17.78ｍ 

GL-19.78ｍ 

⑧ 

⑦ 

GL-12.24ｍ 

GL-12.58ｍ 

⑨ 

③ 

④ 

⑨ 

GL-13.56ｍ 

GL-17.79ｍ 
⑥ 

⑤ 

-20.43ｍ 

土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 30.0 - 18.0 1.7

② 裏込栗石 34.0 - 18.0 13.52

③ 砂質土 35.0 - 18.0 1.66

④ 砂質土 36.0 - 18.0 0.8

⑤ 粘性土 - -133.6+8.61z 15.6 2.92

⑥ 粘性土 - 89.2 15.6 1.18

⑦ 砂質土 36.0 - 18.0 1.1

⑧ 砂質土 38.0 - 18.0 2.0

⑨ 砂質土 39.0 - 20.0 10.22

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1000-ｔ14

：タイロッド　HT690　φ75

：2.496ｍ

・タイ材取付点 ：+4.0ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

ケース 27 

北九州港（田野浦地区）岸壁（-9ｍ）（改良）B区間 

・土質条件 
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GL+5.10ｍ(GL) 

GL+3.90ｍ(HWL) 

GL-10.62ｍ GL-10.60ｍ 

GL-15.50ｍ 

GL-16.22ｍ 

GL+0.08ｍ(LWL) 

① 

② 

④ 

⑤ 

⑥ 

GL+3.40ｍ 

GL-10.12ｍ 
③ 

GL-17.62ｍ 

⑧ 

⑦ 

GL-13.01ｍ 
GL-13.12ｍ 

③ 

④ 

⑧ 

GL-15.81ｍ 

GL-18.40ｍ 

④ 

⑨ 

GL-11.01ｍ 

GL-17.40ｍ 

⑦ 

-18.53ｍ 

土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 30.0 - 18.0 1.7

② 裏込栗石 34.0 - 18.0 13.52

③ 砂質土 35.0 - 18.0 0.5

④ 砂質土 36.0 - 18.0 2.5

⑤ 粘性土 - -133.6+8.61z 15.6 2.38

⑥ 粘性土 - 89.2 15.6 0.72

⑦ 砂質土 38.0 - 18.0 1.4

⑧ 砂質土 39.0 - 20.0 12.38

⑨ 砂質土 34.0 - 18.0 2.8

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1000-ｔ14

：タイロッド　HT690　φ75

：2.496ｍ

・タイ材取付点 ：+4.0ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

ケース 28 

北九州港（田野浦地区）岸壁（-9ｍ）（改良）C区間 

・土質条件 
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GL+5.10ｍ(GL) 

GL+3.90ｍ(HWL) 

GL-11.50ｍ 
 

GL-10.00ｍ 

GL-15.30ｍ 

GL-18.00ｍ 

GL+0.08ｍ(LWL) 

① 

② 

④ 

⑤ 

⑥ 

GL+3.40ｍ 

GL-10.00ｍ 

③ 

GL-18.50ｍ 

⑦ 
-18.63ｍ 

土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 30.0 - 18.0 1.7

② 裏込石 40.0 - 18.0 13.4

③ 基礎捨石 40.0 - 18.0 1.5

④ 砂質土 33.0 - 19.8 3.8

⑤ 粘性土 - 79.3 17.9 2.7

⑥ 砂質土 37.0 - 20.6 0.5

⑦ 砂質土 39.0 - 20.5 11.5

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1000-ｔ12

：タイロッド　HT690　φ70

：2.496ｍ

・タイ材取付点 ：+4.0ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

ケース 29 

北九州港（田野浦地区）岸壁（-9ｍ）（改良）（2）1工区 

・土質条件 
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GL+5.10ｍ(GL) 

GL+3.90ｍ(HWL) 

GL-11.50ｍ 
 

GL-10.90ｍ 

GL-15.90ｍ 

GL-17.30ｍ 

GL+0.08ｍ(LWL) 

① 

② 

④ 

⑤ 

⑥ 

GL+3.40ｍ 

GL-10.00ｍ 

③ 

-18.03ｍ 

土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 30.0 - 18.0 1.7

② 裏込石 40.0 - 18.0 13.4

③ 基礎捨石 40.0 - 18.0 1.5

④ 砂質土 33.0 - 19.8 4.4

⑤ 砂質土 37.0 - 20.6 1.4

⑥ 砂質土 39.0 - 20.5 12.7

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1000-ｔ13

：タイロッド　HT690　φ70

：2.496ｍ

・タイ材取付点 ：+4.0ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

ケース 30 

北九州港（田野浦地区）岸壁（-9ｍ）（改良）（2）2工区 

・土質条件 
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土層 性状 φ（°） c（kN/m2)
単位体積重量

（kN/m3)

層厚
（ｍ）

① 砂質土 30.0 - 18.0 1.7

② 裏込石 40.0 - 18.0 13.4

③ 基礎捨石 40.0 - 18.0 1.5

④ 砂質土 33.0 - 19.8 1.45

⑤ 砂質土 34.0 - 20.8 1.9

⑥ 砂質土 33.0 - 19.8 1.1

⑦ 砂質土 37.0 - 20.6 1.1

⑧ 砂質土 38.0 - 21.7 1.6

⑨ 砂質土 39.0 - 20.5 11.35

⑩ 砂質土 39.0 - 22.8 1.9

：20.0kN/m2（地震時は10.0ｋN/m2)

：SKY490　φ1000-ｔ13

：タイロッド　HT690　φ70

：2.496ｍ

・タイ材取付点 ：+4.0ｍ

・上載荷重

・矢板

・タイ材

・タイ材間隔

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GL+5.10ｍ(GL) 

GL+3.90ｍ(HWL) 

GL-11.50ｍ 
 

GL-10.90ｍ 

GL-15.95ｍ 

GL-17.05ｍ 

GL+0.08ｍ(LWL) 

① 

② 

⑤ 

⑧ 

⑨ 

GL+3.40ｍ 

GL-10.00ｍ 

③ 

GL-12.95ｍ 

GL-14.85ｍ 

GL-18.65ｍ 

④ 

⑥ 

⑦ 

⑩ 

④ 

⑥ 

⑦ 

⑧ -17.50ｍ 

ケース 31 

北九州港（田野浦地区）岸壁（-9ｍ）（改良）（2）2 工区埋立

部地盤改良 

・土質条件 
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付録 G 施工時に実測が行われた事例 

 

【事例１：北海道十勝港人工地震による振動実験】 

 

○概要 

平成 13 年 11 月 13 日，北海道広尾町の十勝港埋立地に

おいて，(独)港湾空港技術研究所を始め日米 12 機関の共

同研究としてエマルジョン爆薬の人工地震による｢港湾・

臨海部都市機能の耐震性向上に関する実物大実験｣が行わ

れた．矢板岸壁の地震時特性については，矢板と地盤・

タイロッド・控杭と地盤の動的相互作用となることか

ら，非常に複雑な安定機構となっている．耐震性の高い

矢板構造物を経済的に建設するため，港湾空港技術研究

所・(社)埋立浚渫協会・鋼管杭協会の 3 機関が協力し，地

震時挙動の計測・データ解析・新しい耐震設計体系の構

築のため基礎的資料を得ることを目的として本実験を実

施した．計測は矢板の打設前から開始し、打設・前面掘

削等に伴う発生ひずみから動的計測までを実施してい

る． 

 

【事例 2：鋼管矢板基礎の計測施工 建設の施工企

画 ’10.4 日本建設機械化協会】 

 

○概要 

東京ゲートブリッジの橋梁基礎として仮締切り兼用方

式の鋼管矢板基礎に対して、鋼管矢板の応力状況を把握

しながら計測施工を行った事例である。ここでは、発生

応力度に対して、設計値と実測値の差がほとんど見られ

ていない。設計値と実測値が同じとなった事例である。 

 

付図 G-1 土層構成と N 値 

付図 G-2 実験断面図 

設計値 

実測値 

同程度 

底版コンクリートの影響 

付図 G-3 仮締切り兼用方式の鋼管矢板基礎模型図 

付図 G-4 鋼管矢板の応力分布 
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【事例 3：軟弱地盤における自立式鋼矢板壁の挙動に関す

る実験的研究 国士舘大学工学部紀要 第 16 号（1983）】 

 

○概要 

自立矢板式鋼矢板について、港湾構造物設計基準

（1968）で設計された断面を対象とし、最大曲げモーメ

ントの設計値と実測値の比較検討を行っている。対象土

層は、粘性土である。下図によると、実測値に比べ計算

値が 1.8~2.6 倍大きく、土圧計算式が安全側の設計になっ

ていることがわかった。 

 

 

 

【事例 4：親杭横矢板形式による斜め自立土留めの設計お

よび施工 地盤工学会 中部支部第 22 回調査設計施工技

術報告会 平成 25 年 6 月】 

 

○概要 

本資料では、斜め自立土留壁工法（親杭横矢板）に対

する曲げモーメントの設計値と実測値の計測結果がまと

められている。親杭の最大曲げモーメントは、実測値の

方が設計値に比べ約 1.8 倍大きいことがわかった。 

 

 

3900 

2500 

1650 

1500 

1300 
900 

付図 G-5 最大曲げモーメント 

160 
90 

付図 G-6 断面図 

付図 G-7 親杭の曲げモーメント分布 
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【事例 5：鉄道本設土留に使用した鋼矢板土留壁の変形挙

動 土木学会第 57 回年次学術講演会 平成 14 年 9 月】 

 

○概要 

本資料は、鉄道構造物の本設土留に鋼矢板を使用した

事例を基に、鋼矢板に発生する応力度に対して港湾基準

（H11）による設計値と実測値を比較したものである。 

これによると、静的計測の結果より、鋼矢板に作用す

る応力度は、設計曲げ応力度に対し小さい値となってい

ることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

付図 G-8 計測位置断面図 

付図 G-9 応力の経時データ 

設計値 
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